
午前１０時２分 開議

○議長（成田政彦君） おはようございます。ただ

いまから平成１４年第４回泉南市議会定例会継続

会を開議いたします。

直ちに本日の会議を開きます。出席議員が法定

数に達しておりますので、会議は適法に成立いた

しました。

なお、５番 前田千代子議員、１３番 稲留照

雄議員からは欠席の届け出が出ておりますので、

報告いたしておきます。

これより日程に入ります。

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

本日の会議録署名議員は、会議規則第８０条の規

定により、議長において２１番 真砂 満君、２

２番 巴里英一君の両君を指名いたします。

次に、日程第２、前回の議事を継続し、一般質

問を議題とし、順次質問を許可いたします。

まず初めに、１０番 上山 忠君の質問を許可

いたします。上山議員。

○１０番（上山 忠君） おはようございます。市

政研の上山忠でございます。

議長のお許しを得ましたので、通告に従い大綱

５項目にわたって質問を行いますので、答弁のほ

どよろしくお願いいたします。

まず、１点目では、財政健全化計画の中の歳入

の確保についてお尋ねいたします。

市民の痛みを伴う手数料、使用料、下水道使用

料の値上げを平成１５年度から予定されており、

一定の計画案については議会にお示しされたが、

議論がなされてないとして、今１２月議会への上

程をやめられました。値上げについては、今後委

員会及び本会議で議論されることでしょうが、そ

のうち歳入の中の半分を占める市税についてお尋

ねいたします。

市税は、市民税、固定資産税、軽自動車税、た

ばこ税、特別土地保有税、都市計画税の６税から

成り立っていますが、その中の市民税の徴収につ

いてお尋ねいたします。徴収には普通徴収と特別

徴収の２通りありますが、実態はどのようになっ

ているのか、お示しください。

また、来年は固定資産税の評価額の改定時期に

当たりますが、算定の基礎になる基準宅地の路線
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価が発表されました。泉南市は昨年度比１３．６％、

前回の評価額からして３４．６％の下落率になって

いると報道されましたが、固定資産税としてどの

程度減額になるのか、お示しください。

また、健全化計画では市税については滞納整理、

臨戸徴収を上げるとされていますが、本当にでき

るのか、甚だ疑問なところがあります。府下最低

の徴収率から脱出するためにも、滞納は絶対に許

されません。

１２月「広報せんなん」に「さらなる財政健全

化計画をまとめました」のタイトルで具体の内容

が示されましたが、市民はなぜこれほどまでの滞

納があるのか、滞納を許してきたのか、明らかに

すべきだとの要求が出るかもしれません。きちん

と納税している住民からも、対策強化を促す動き

が出てくる可能性があります。法律で許される限

りの手段を講じるべきではないでしょうか。

先日の新聞報道では、滞納者に対する納税者の

視線は厳しく、行政の対応が甘ければ批判の矛先

は自治体にも向く。滞納税回収を進める自治体に

とっては納税者の声は追い風であり、怠慢を許さ

ないむちでもある、とありますが、最後の手段は

まだあるのか、その点についてお示しください。

質問の２点目、美化条例制定についてお尋ねい

たします。

平成１３年第２回定例会においての質問で、良

好な環境美化を目的としまして、そのような条例

につきましては本年度内に制定できるように事務

を進めてまいりたいとの答弁でしたが、その後の

進捗についてお答えください。

また、大阪市が不法看板等の撤去などに市民ボ

ランティアなどの力をかりて市内美化に取り組ん

でおられますが、泉南市でもやられる考えはあり

ますか、お示しください。

質問の３点目、環境問題についてお尋ねします。

ダイオキシン規制が本年１２月より強化され、

１立方メーター当たり１ナノグラム以下となりま

したが、泉南清掃事務組合の焼却炉からの排出量

はいかほどか、お示しください。

また、家庭用廃棄物は市民の協力のもと分別さ

れリサイクルされていますが、事業系の廃棄物に

ついてはその後どのようになっているのか、進捗



をお示しください。

質問の４点目、庁舎の防犯体制についてお聞き

します。

市役所の中は個人のプライバシーに関する情報

などが数多く保管されていますが、防犯体制はど

のようになっているのか。また、最近、職員の机

が荒らされるという盗難事件が発生しているとお

聞きしていますが、実情についてお示しください。

質問の最後になりますが、介護保険制度につい

てお聞きします。

来年度は制度の見直しの時期ですが、２年半ほ

ど運営してきての問題点はどうであったのか、そ

の問題点をどのように生かされようとしておられ

るのか。また、介護認定についてのばらつきにつ

いてはどのように把握されているのか。また、認

定後の介護計画について、施設所属のケアマネジ

ャーと所属していないケアマネジャーとで介護計

画に差があるとされているが、どの程度把握され

ているのか。また、療養型病床群での介護と居宅

介護での費用はどのようになっているのか、あわ

せてお示しください。

以上が壇上での質問であります。答弁は簡単明

瞭にお願いして、自席で時間の許す限りの再質問

をいたしますので、よろしくお願いいたします。

御清聴ありがとうございました。

○議長（成田政彦君） ただいまの上山議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私の方から環境問題のうち

のダイオキシン問題についてお答えします。泉南

清掃事務組合の所管にかかわる件でございますの

で、私の方から御答弁を申し上げます。

泉南清掃事務組合におきましては、既設の焼却

炉に適用される新ガイドライン基準値に適合すべ

く、燃焼改良と排ガス処理施設が平成１１年から

１２年度の２カ年で実施をいたしました。

排ガスの直近の実態調査については、平成１４

年９月１４日に１号炉、２号炉とも行っておりま

す。御指摘ありましたように、規制値については

１ナノグラム以下ということでございます。ナノ

というのは１０のマイナス９乗ということで非常

に小さな数字でございますけども、１ナノグラム

以下ということになっております。
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そして、今回測定しました１号炉につきまして

は、さらに０．０００１９ナノグラム、２号炉につ

いては０．０００１７ナノグラムということになっ

ております。ちなみに、改修前の数値についての

直近のものについては１．６から２ナノグラムでご

ざいましたので、現在では全く問題のない数値で

ございます。

○議長（成田政彦君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） それでは、上山議員御

質問の財政健全化計画についてのまず市民税につ

いて御答弁申し上げます。

市民税につきましては、個人住民税と法人市民

税がございまして、個人市民税は、議員御指摘の

とおり普通徴収と特別徴収の２種類がございます。

平成１３年度における個人住民税の課税額は約

２３億円でありまして、普通徴収、特別徴収の構

成比は約２５％、７５％の比率となっております。

次に、来年度の固定資産税の見込みについての

御質問でございましたが、固定資産税の減額見込

みにつきましては、一部の地域を除き全国的に地

価の下落傾向が続く中、大阪府においても決して

その例外ではなく、地価下落に歯どめがかからな

い状況であり、本市の固定資産税を取り巻く環境

は極めて厳しい状況下であることは否めない事実

であり、来年度における固定資産税の減収額は、

現段階では確実な数字はまだ把握しておりません

けれども、約４億から５億の調定減になることが

予想されております。

続きまして、税の徴収の件でございますが、滞

納税を徴収する最後の手段はあるのかとの質問で

ございますが、現在５００万円以上の大口滞納者

が４８件で、滞納額が１０億円強となっておりま

す。これらの中でも一定解決を見ている案件もあ

りますが、大方の案件は私債権に劣後の状況にあ

り、本市が公売等を実施いたしましても１円も収

入にならないものでありますが、一定分納に応じ

るなど税に対して誠意を示す滞納者には、強権を

発動することなく交渉を進めてまいりたいと思っ

ております。

これらの全案件につきましては既に着手をして

いるものばかりであり、今後の推移を見ながら、

公売等について実施をしてまいらなければならな



いと考えております。

以上でございます。

○議長（成田政彦君） 油谷市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（油谷宗春君） 美化条例の進

捗状況について、御答弁申し上げます。

美化条例の制定の進捗状況について、御説明申

し上げます。

美化条例の制定に向けまして、他市等の制定状

況等を調査、検討していましたところ、来年度の

当初施行予定で、大阪府がごみのポイ捨て防止等

地域の環境美化を含む仮称大阪環境都市条例を策

定中であるとの話を聞き、大阪府に問い合わせた

結果、１１月に大阪府の環境審議会より知事に答

申が出され、その内容を検討したところ、他市で

策定されている美化条例と内容が重なっている点

が多くあることがわかりました。

また、現在、まちの美化として不法屋外広告物

の撤去作業を随時行っておりますが、これも本年

４月より大阪府より府条例の権限委譲を受け、関

係団体などと泉南市不法屋外広告物等撤去対策連

絡会を設立し、行っているものでございます。

つきましては、広告物撤去作業と同じく、ごみ

のポイ捨て防止についても、仮称大阪環境都市条

例の施行後の状況を見ながら再度検討してまいり

たいというふうに考えております。

続きまして、事業系ごみの分別収集についての

進捗について御答弁申し上げます。

事業系ごみの分別収集の進捗状況につきまして

お答え申し上げます。

清掃工場へ搬入されました事業系ごみの分別状

況につきまてしは、可燃ごみ、粗大ごみと資源ご

みである缶・瓶３種類となっており、缶・瓶の回

収量は増加傾向にございます。

なお、廃棄物収集許可業者の許可条件に資源ご

みの分別搬入を義務づけており、また清掃事務組

合からも、分別収集の徹底を図るため、ごみ搬入

許可業者や直接搬入される事業者に対しましても、

持ち込み時にごみ検査や分別啓発を行っていると

ころでございます。

今後ともごみの減量化、リサイクルに積極的に

取り組み、ごみの発生抑制、再使用や再生利用の

推進を図ってまいりたいと考えておりますので、
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よろしくお願いを申し上げます。

以上でございます。

○議長（成田政彦君） 中谷総務部長。

○総務部長（中谷 弘君） 私の方から庁舎の防犯

体制につきまして、御答弁をさしていただきます。

夜間、休祭日における庁舎の防犯、警備につき

ましては、業者に業務委託を行っております。

防犯、警備の内容でございますけれども、夜間

につきましては、２名によりまして、午後５時か

ら午後１１時までは２回、午後１１時以降翌朝９

時まで２回、計４回の庁舎内外の巡回を行ってい

るところであります。

休祭日につきましては、２名によりまして、午

前９時から午後１１時まで４回、午後１１時から

翌朝の９時まで２回、庁舎内外の巡回を行ってお

ります。

それと、警備日誌等の提出を義務づけておると

ころであります。

このような体制にもかかわりませず、１０月の

１７日夜間から１８日翌朝にかけまして、３課の

事務室の事務机のかぎ穴が壊されて、現金の盗難

が発生いたしております。この件つきましては、

１０月１８日に泉南警察に報告をし、被害届及び

現場検証を終えております。

また、１１月２３日の夜間から２４日未明にか

けまして、市役所駐車場において、公用車のかぎ

穴及び燃料給油口のかぎ穴が壊されましたが、幸

いにもかぎ穴のみ、ほかには被害はなかったとい

う状況でございます。この件につきましても泉南

警察署に報告し、器物損壊届及び現場検証を終え

ておる状況でございます。

このような事件が連続して起こっているので、

業者に対して事情、状況を説明いたしまして、特

に夜間の防犯、警備面について、巡回回数の増等

の措置を行い、重点的に対処するように指導を行

ったところでございます。

なお、今後の防犯、警備面の対策といたしまし

ては、駐車場の照明の強化なり、出入り口におけ

る感知センサーの増設等の検討を行っていかなけ

ればならないというふうに考えております。これ

らの項目につきまして、早期に検討なり実施に向

けて努力をしてまいりたいというふうに思います。



また、防犯、警備体制のより強化を行いまして、

盗難事件が発生しないように努めてまいりたいと

いうふうに考えておるところでございます。

次に、個人情報の関係の処理、保管等について

でございますけれども、個人情報の適正な維持管

理といたしまして、個人情報保護条例第２１条第

１項にこの条例を適正な運用と責任の所在を明確

にした個人情報の管理体制を定めまして、第２項

に個人情報の漏えい、紛失、改ざん及び破損を防

止するための措置について、３項に必要がなくな

った個人情報の速やかな廃棄などについて定めて

いるところでありますが、個人情報が記録されて

いる文書等を放置することなく適正な収納、保管

に努めているところでございますが、個人情報保

護条例の趣旨に基づいた運用について、さらに周

知徹底をしてまいりたいというふうに考えておる

ところでございます。

以上でございます。

○議長（成田政彦君） 大田健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） 私

の方から、介護保険制度について御答弁申し上げ

ます。

介護保険制度のスタート時から、その都度、苦

情や相談をまとめて国の方に報告をいたしてござ

います。また、基盤整備やシステムの見直しにつ

いては、市長会を通じて改善を求めているところ

でございます。

要介護認定については、在宅での評価や痴呆も

含め、より適正な１次判定の結果を得るため、判

定ソフトの改訂版を使用したモデル事業を現在実

施いたしてございます。平成１５年度からは、こ

の改訂版を使用した認定が行われます。

介護老人福祉施設については、制度導入後、全

国的に待機者が急増している状況で、申し込み順

を重視する入所方法では早急な入所が必要となっ

た場合でもなかなか入所できないなど不合理な状

況が見られるため、国においても本年８月に施設

の運営基準が改定され、施設サービスを受ける必

要性の高い申込者の優先的な入所に努めることと

されました。

この改正基準の趣旨に沿って府内の市町村及び

施設において運用される入所選考指針が策定され、
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平成１５年度からはこの共通した指針のもとで透

明性、公平性の高い入所選考となるよう作業が進

められております。

また、保険料の関連は、さきの定例会でも申し

上げましたが、保険料段階の基準所得金額見直し

や介護報酬についても見直しが予定されており、

アップが見込まれ、これを抑えるために余剰金の

投入などの検討もあわせて行っておりますので、

御理解のほどお願い申し上げます。

続きまして、要介護認定について御説明申し上

げます。

身体の運動能力は低下していないものの痴呆が

あるために介護が必要な方、当初は施設入所者の

実績しかなくて、在宅における要援護高齢者の評

価が低く出ていたなどの問題点もございます。こ

れらの問題につきましては、審査判定に当たる委

員会の合議により、介護度を一定かさ上げするな

どの努力をいただいております。

ただし、調査員の受けとめ方、審査委員の考え

方などもあり、判定が微妙に違ってまいります。

できるだけ公平な判定結果が出るよう、研修や委

員長会議などを実施しているところでございます。

それでも自分が思っているより介護度が低く判

定された場合、区分変更申請という申し立てをし

ていただき、再度、審査判定を行う方法もござい

ます。この区分変更申請を申請された方は、平成

１３年度中４２件でございました。

介護計画の施設と居宅の差ということでござい

ますが、居宅でのサービス計画は種々のサービス

の組み合わせで、本人等の希望をもとに効率的に

作成しなければならず、ケアマネジャーの仕事も

大変になってございます。片や施設の場合、サー

ビスの内容自体は定型的で、生活の場としての管

理が主な計画となります。

費用の面では、介護療養型医療施設では月５万

２，５００円程度、居宅の平均は月７，５００円程度

となっていました。

平成１５年度からは、問題点に一定の考慮を加

えた第１次判定用ソフトの改訂版が使用されます。

今後も公平な認定結果が得られるよう研修の充

実などに努めてまいりますので、御理解のほどよ

ろしくお願い申し上げます。



以上でございます。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） それでは、順次再質問さ

せていただきます。

まず、「広報せんなん」のさらなる健全化計画、

今までこういう泉南市の財政は悪い悪いと言われ

ながら、具体的にどこがどう悪かったということ

が、今回広報の中で初めて明らかにされたと思う

んですわね。

それで、これを見て市民は率直にどういうふう

な考え方をされるんか。私はこういう議会のたび

にいろんな質問をしながらある程度のことは把握

してるんですけども、この内容を見たときに一般

の市民の方はどういうふうな感覚というのか、評

価をされてるのか、その辺のところをまず最初か

ら伺いたいと思います。

○議長（成田政彦君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） この１２月の広報に、

「さらなる財政健全化計画をまとめました」とい

う形で市民の方にこの計画の案をお示しするとい

うのがこの趣旨でございまして、以前に健全化計

画を議会の方にお示ししました。そのときにも、

各一般の市民の方々にも、どういった計画がある

か、内容がどうであるかということを周知したら

どうかという御意見がございまして、そうしたこ

とも１つの理由だったんですけども、今回財政健

全化計画をまとめましたということ。

そして、この財政健全化計画の中には当然、泉

南市の現状というんですか、がこうであるという

ことをまずその計画の中に、健全化計画前の数字

というのと、そして健全化計画後の数字というの

で、今後こうしていきますという計画を立てまし

た。

ただ、これから健全化計画の方策をこの中で示

させていただいたときに、その中で、我々として

は特にこの健全化計画の中で、それでいかんとい

かんという事柄についてまとめさせていただいた

というところでございます。

そして、まずじゃどういうふうに今後この健全

化をやっていくのかというところで説明するのに、

泉南市の財政状況というところで現状はこうです

というとこら辺をまず市民の方々にお示ししまし
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て、そして今後この分について我々としましては、

健全化についてこういう取り組みを行っていきま

すということの計画を周知させていただいたとい

うところでございます。

○議長（成田政彦君） 谷部長、もっと明確に答弁

してくださいよ。ちょっとわかりにくい。上山議

員。

○１０番（上山 忠君） 答弁になってないような

気するんですけどね。

市民の評価がどの程度あったのかということを

お聞きしとったんですけども、それを踏まえて、

そしたらこの中で経常収支比率、市税徴収率、そ

れから人件費率の割合がグラフで書いとるんです

けど、特に市税徴収率なんか、府下平均が９１．２、

泉南市が８１．５というふうに具体の数字が今回初

めて出されているんですけども、この数字を市民

が見たときにどういうふうに判断するかというこ

と。それと、この滞納、収税率が８１．５と府下最

低。これももう既に十数年ぐらいの経過でやって

きてるんですけれども、なぜこの滞納が一向に減

らないのか。その辺はどういうふうに評価という

んですか、されてるんか。

それと、この滞納されてる方についてですけど

も、先ほどの答弁の中で、現在５００万円以上の

大口滞納者が４８件で滞納額が１０億円強となっ

ていますということの中で、一定分納に応じるな

ど税に対して誠意を示す滞納者には強権を発動す

ることなく交渉を進めてまいりますという答弁あ

ったんですけども、一定分納に応じない人にはど

ういうふうな対応をとられているんか。

それと、この税に関しては課税課と納税課が税

に対してのあれをやっておられると思うんですけ

ども、課税課の役割と構成人員、納税課の役割と

構成人員、まずその辺から御答弁ください。

○議長（成田政彦君） 時間がないので早う答えて

くださいよ。谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） まず、今回の広報の健

全化計画の中で、市税について徴収率が泉南市８

１．５、そして府内の平均が９１．２という表ですね。

これを出したときに市民の方々がどういうふうに

判断されるかという御質問でございます。

これにつきましては、当然、率からいって１０



ポイントほど府内平均と泉南市の数字に差がある

ということで、徴収率につきましては、普通に考

えたら、泉南市の徴収率は低いということ、これ

は皆さん見られた中ではそういうふうに思われる

ということは事実でございます。

ただ、我々この計画の中で、当然泉南市の財政

状況をお知らせするという中でこの表をつくって

市民の方に示させていただいたということでござ

います。

一方、我々、期待じゃないですけれども、市税

徴収率がこういうふうに低いということになりま

すと、当然、市税に対する納税の意識というんで

すか、それもある程度期待というんですか、その

辺も含めてこの表については見ていただきたいと

いうふうに我々としては思うところでございます。

それと、あと納税の、特に収税の大口滞納者に

つきましては、また担当課長の方からでも説明さ

していただきたいと思うんですけれども、最後の

構成人員ですか、これにつきましては、現在、課

税課の方が１９名、そして納税課の方は１２名の

配属というふうになっております。

以上です。

○議長（成田政彦君） 東納税課長。

○財務部納税課長（東 三郎君） 高額滞納者の関

係について御答弁申し上げます。

一定誠意をもって分納に応じていただいている

方については、今の不動産差し押さえをつけたま

まで、一応分納を履行していただくということで

進めておるところでございます。ただ、誠意を示

していただけない方については、銀行預金もう既

に何件かやりまして、えらいおしかりのお電話も

いただいておるところでございますけれども、我

々といたしましては、銀行預金のみならず、今そ

れぞれ皆様方がおかけになっておられます生命保

険、これについても着手をいたしまして、既に解

約をするぞというとこまで我々もう話をさしてい

ただいているところでございます。

そういう意味からも、強い姿勢で臨んでいくこ

とで初めて取り立てができるものと我々は思って

おりますので、今後もその方針で進んでいきたい

というふうに思っております。

それと、あと徴収率の問題でございますけども、
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市税全体に占める滞納繰越分が１５％を超えてま

いりますと、どうしても徴収率に影響いたしてま

いります。現年を１００とったところで８５％と

いう徴収率にしかなりませんので、その辺から滞

納額を減らす努力、いわゆる現年から滞納繰り越

しに持っていかない努力を現在進めているところ

でございますので、御理解を賜りたいというふう

に思います。

以上でございます。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） 先ほどの質問で課税課と

納税課の役割聞いとるんですけども、その御答弁

なかった。

○議長（成田政彦君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） 済みません。答弁漏れ

がありまして、申しわけないです。

課税課と納税課、課税の方はあくまでもやはり

税を課税して――課税というんですか、当然、法

人それから市民税ありますよね。それから固定資

産税係もあるんですけども、そういった中で各一

般の納税者の方に切符を切って送ると。そして課

税を促す課というふうに御理解願いたいと思いま

す。

それと、あと納税課につきましては、管理係と

収納係とあるんですけども、管理係については過

誤納の分とかそういったことに関すること、それ

から収納につきましては、税の滞納の徴収であり

ますとか、あるいは市税の収入整理といった事務

分掌になっているということでございます。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） どうもね、何か漫才聞い

とるような答弁みたいになっとるんです。

私が言いたいのは、滞納がこれだけふえてます

よと。現年は一生懸命努力されてやってるんです

けど、滞繰がふえている。そういう中で課税課と

納税課の役割を見たときに、課税課は税の通知を

するとこやと理解するわけです。それで、納税課

はその通知した税をもらいに行く。払ってもらえ

ると。単純にそういうふうに理解してるんですけ

ども、そういうときに、この人員配置を見たとき

に、課税課が１９人で納税課が１２人という数字

が適正であるかどうかいうことが問われるんじゃ



ないかと思うんですよ。税をかける課の方に人員

がより多く配置されており、税を徴収する課の方

がはるかに７名も人員少ないわけなんですわね。

そういう形の中で本来の徴収事務ができるんか。

この辺のところで見ますと、地方税、膨らむ滞

納額ということでいろんな自治体のあれが出とる

んですけどね、大阪府の堺市は今年１１月、滞納

対策要員を２倍近くに増員して税の徴収をやると

いうふうな報道がされてるんですけども、この人

員配置についてはどのように考えておられるのか、

お願いします。

○議長（成田政彦君） 東納税課長。

○財務部納税課長（東 三郎君） 人員の配置の関

係ですけども、私ども納税課は１２名いただいて

おります。その上に、１２月には助役以下次長さ

んまで臨戸徴収をお願いし、２月には課長級の皆

さんにお願いをして、寒い中、臨戸徴収に回って

いただいておるわけでございます。

ただ、この臨戸徴収の方法につきましても、前

回の対策委員会の席上で、納税課員と２人ペアで

回るのではなく、いろんな方法を模索していきた

いということを一応御提案さしてただいていると

ころでございますんで、我々といたしましては、

２人ペアで回るのではなしに、今後は課長級さん

なり、部長級さんなり、２人１組でこの案件をい

つまでにお願いしますというような方策も考えて、

少ない人員の中で考え、頭を働かせながら今後も

徴収に努めてまいりたいというふうに考えており

ますので、御理解を賜りたいと思います。

○議長（成田政彦君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） 今、納税課長から、現

在納税課の１２人の仕事の割り振りとかその辺を

説明さしていただきました。ただ、この納税課、

それから課税課の事務の配分から、職員の数が現

在こういう状況でいいのかという御質問でござい

ます。

御存じのように課税課の方は、法人、それから

市民税、それから固定資産税、主にこの辺の事務

を掌握しているわけでございますけども、市民税、

それから法人、そして固定資産税――まあ固定資

産税の場合は現在２名が１つの班を組みまして、

そして外に出て行って調査とかやっております。
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その中で現在この課税課については１９名とい

うことになっておるわけでございますけども、こ

の人数が多いか少ないかという議論になりますと、

これまた類似団体とか、その辺の比較もあろうか

と思いますけれども、現在この人員で――３１名

ですか、それで納税、課税の体制でやっていると

いうことで御理解のほどお願いしたいと思います。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） どうも、質問に対しての

答弁がなってないような感じがするんですけどね。

要は、税滞納ということをポイントに置いたと

きに、この人員配置――どっちかいうたら課税課

はルーチンワークがほとんどやと思うんですよ。

そういう中で、事務の効率化等々からいったとき

でも、やはりこの辺のところを見直しながら実際

に税を徴収する作業にもっと傾注していかなけれ

ば、この徴収率というのは、僕は上がってこんと

思うんですよ。今までどおりの仕事の仕方をしと

るから、こういう状態が続いてるんじゃないかと

いうふうな感じするんですよ。

そういう中で、確かに部全体としては３１名と

いう人員を配置されているんやけども、この配置

の構成もそろそろ考えて、滞納をされてる人にど

れだけ早く税を納めてもらうかということを本当

に考えていかんと、この数値全然変わってこんと

思いますよ。府下最低ワーストワンと、こういう

不名誉なことを何年言い続けてきてるんかね。そ

の辺の仕事のあり方、税の徴収のあり方について

も、いま一度僕は再考すべきじゃないかと思うん

ですけども、その辺についてはどういうふうなお

考えなのか。

○議長（成田政彦君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） 我々この市税につきま

しては、当然泉南市の財政の一番根幹で、収入の

一番根幹になるという形で、この確保につきまし

ては、一番大きな課題ということで取り組んでお

るところでございます。

ただ、この滞納の整理の問題につきましては、

組織的にこれからもその充実については図ってい

くということは、我々常に思っておることでござ

います。そして、この４月も高額の滞納者に対す

る滞納整理班ということで、専門的に人員を配置



したということもございます。ですから、これか

らもこの徴収強化につきましては、その組織もこ

れからは再考もしていく必要もあるということで

ございますが、強化をしていくということで御理

解のほどお願いしたいと思うんです。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） その辺のところを強化し

てもらって、本当に市民が、善良な納税者が納得

できるようなやっぱり徴収をやってもらいたいと

思います。

そこで、本来のこの市税の徴収の方に入るんで

すけども、普通徴収と特別徴収の中で、特別徴収

は一般の勤労者いうことで天引きされているわけ

なんですけども、この特徴が、ずっと見たとき１

００％入ってないんですよね。なぜ１００％皆―

―消費税の益税みたいな考え方があるんか。要は、

働いた従業員から会社が天引きしたお金をすっと

市に納税されてないと。この数値を見ますと、去

年なんかが約９９．３７％で１，０８０万ほどが払わ

れてないわけなんですわね。１２年度で見ても９

８％ぐらいということで、特徴でなぜ１００％に

至らないのかと、その辺のところを答弁をお願い

したいのと、特徴の納付回数はどの程度になって

おるのか、お願いします。

○議長（成田政彦君） 東納税課長。

○財務部納税課長（東 三郎君） 議員御指摘のと

おり、特別徴収に関しましてもほぼ９８から９９

で推移をしておるところでございます。ただ、特

徴と申しますのは、６月から翌年５月まで１２回

に割ってそれぞれ特別徴収義務者が給料から天引

きをしていただきまして、翌月の１０日に納付を

していただくというシステムになってございます。

なぜ、１００％にならないのかという御質問で

ございますが、会社の方が徴収をいたしまして翌

月の１０日に納めるわけでございますけども、そ

の間、大きなところになりますと、かなりの金額

になりますんで、会社の資金運用とかそういうこ

ともあってのことかというふうに我々は推察して

るところでございます。

ただ、私どもといたしましても、本年の１０月

から１１月にかけまして、特別徴収の整理をする

ということで大阪府下一斉に回らせていただきま
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したところ、かなりの会社が既になくなっている

というのが現状でございました。これにつきまし

ても、会社の方から移動届というのを課税課の方

に出していただきまして、天引きできない税につ

いては普通徴収に落とすという制度があるわけで

ございますが、会社がなくなってる現状を見ます

と、そういう届けもなされていないというふうに

我々考えておりますので、その分が残ってきてい

るというふうに我々理解しているところでござい

ます。

以上でございます。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） 毎月翌月の１０日という

ことで支払いしてもらうようにしているというふ

うな御答弁ですけども、会社の存続自体、消滅し

てしまうので取れないという答弁なんですけども、

その会社が消滅するという情報はどういう形で入

ってくるんですかね。常に毎月毎月ちゃんとした

特徴の納税額を納めているのに、ある月入ってこ

なかったという時点でわかるのか、それとも何カ

月間か入ってこない事態で、あっ、この会社はお

かしいぞ、ちょっと調べてみる必要があるんじゃ

ないかというふうな時点でわかるのか、その辺の

ところはどうなんですかね。

○議長（成田政彦君） 東納税課長。

○財務部納税課長（東 三郎君） 会社の存続の認

知の方法でございますが、私どもは毎日官報を見

ておりますし、官報にも掲載されてるときには、

すぐに破産とかという形式でございますけども、

弁護士が確定しておりますと、そこに交付要求を

する。あるいは３カ月なり入ってこないときには、

督促状にも応答していただけないという場合がご

ざいますんで、そのようなときには、近くであれ

ばすぐに会社の様子を見に行くとか、そういう方

法をとっておりますが、主には裁判所からの通知

あるいは官報、弁護士からの通知で認知をしてい

るところでございます。

以上でございます。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） どうしてもまだ――９８

から９９％ぐらいはキープされているんですけど

も、やむを得ないというところもあるわけなんで



すわね。

それと、この普通徴収で見ますと、過去５年間

の数字でいきますと平成９年が７９．７４、平成１

０年が８５．９９、１１年が８７．９９、１２年が９

１．３１、１３年が９３．４２という数字をいただい

ておるんですけどね、平成９年が７９．７４と極端

に低うございます。後の平成１０年からは８９、

８７という形でかなり率が上がってきてるんです

けども、この辺は徴収の方法を変えられたのか、

それとももっともっと厳しく取り立てしたから―

―平成９年から平成１０年について約１０ポイン

トほど上がっとるんですけど、その辺はどういう

ふうに理解したらよろしいんですか。

○議長（成田政彦君） 東納税課長。

○財務部納税課長（東 三郎君） 普通徴収の徴収

率についてでございます。

議員御指摘のとおり、平成９年度７９．７４とか

なり低うございます。これにつきましては、平成

９年当時、やっぱり調定額が８億９，０００万ほど

ございます。平成１０年になりますと６億６，００

０万、２億３，０００万程度の落ちがございまして、

我々といたしましても、徴収方法を変えたとか、

そういうことはその時点ではございません。ただ、

全体的な徴収率を見ましても、平成９年度にかな

りの落ち込みを見ているところでございますんで、

その辺、全体的に悪かったんではないかというふ

うに私、推察しているところでごさいます。

ただ、我々といたしましても現年の徴収に力を

注ぐ中で、平成１２年度から９０％台に乗ってく

るという状況に来ましたんで、特段変えたという

こともございませんので、その辺は御理解をいた

だきたいと思います。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） 先ほどの答弁の中から、

現年をいかに取って滞繰に持っていかないような

努力をしているということは、現年も９５．何％い

うことで、ちょっとずつ上がっているんでそれは

評価するんですけども、やはりこの滞繰の方のと

ころの取り立てを――市民の風潮として、要は５

年間ほっとけば税金払わんでええんやぞと、そう

いうふうな風潮を打ち消すためにも、この滞繰に

ついては、ちゃんとした失効停止、時効停止等々
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のあれをされて、またさらなる徴収率の向上、な

おかつ市税収入の方に励んでいただきたいと思い

ます。

それと、この健全化計画の中で収入の予測をさ

れとるんですけどね、平成１４年度の市有地の売

却、８，６５４万というふうな形でやっておられる

んですけども、もう平成１４年度はあと３カ月な

んですわね。実際これが執行されてこの金額がち

ゃんとカウントできるんか。

それと、この市税の徴収強化の中で、それぞれ

の年度でこれだけの金額をカウントされてるんで

すけどね、見込みとして、固定資産税が４億から

５億減額になりますよというふうな中でこれだけ

の増額が本当に確実にできるのか。神田助役は全

体のフレームの中で考えていきますよというふう

な形ですけども、根幹になる歳入の中でこれだけ

大きな金額カウントされて、なおかつこれが本当

にできるのかと。そういうこと。既に、先ほど言

いましたように、市有地の売却でも、これ本当に

できるんかというふうな感じするんですよ。

そういう観点から見たときに、この健全化計画

の中の一番大きい歳入の中で、この市税等につい

てどういう取り組みをしようとして、この数字を

本当に確保できるのか。前回の全員協議会の中で

この数字が確保できるんかということをお聞きし

たときの谷部長の答弁は、頑張っていきますと精

神論だけの御答弁やったと思うんですけども、そ

の辺はどうふうに考えておられるのか、再度お願

いしたい。

○議長（成田政彦君） 谷財務部長。

○財務部長（谷 純一君） まず、この健全化計画

の市税徴収強化の問題でございます。

この市税徴収強化の効果見込み額、数字を出さ

していただきました。この分につきましては、我

々今後も徴収率の向上に努力していくというとこ

ろで、毎年０．５％ですか、徴収率を上げていきた

いという形の数字を挙げさしていただきました。

そして、先ほど私答弁させていただきましたが、

固定資産の来年度の調定額の減少については、４

億から５億出てくるんではないかということ。そ

の中で市税が実際に確保されるのかという問題で

ございます。これにつきましては、当然市税、今



の状況では課税標準価額がどれぐらい落ちてくる

というところまではまだ把握してないですけども、

見込みでそれぐらいの数字を言わしていただきま

した。

ただ、この市税の減少につきましては、ある程

度１つ交付税とリンクされているわけでございま

すけれども、この税収の減額につきましては、当

然基準財政収入額の方で減額になるということも

ありまして、これが全額ではありませんけども、

それは交付税の原資の方の増額に反面影響してく

るということも我々は考えております。

ですから、この財政健全化につきましては、そ

の都度その都度いつも申し上げておりますけれど

も、毎年度ローリングしながら歳入を見ていく、

そしてそれに伴って歳出の削減なりあるいは効率

的に運営していくということで、今後の財政健全

化を進めてまいりたいと、このように考えており

ます。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） こればっかりやっとるわ

けにいかんのでもう終わりますけども、やはり立

てた計画というのは、実行されて初めてそれがで

き上がったということになるんで、その辺のとこ

ろ、ちゃんとやってほしいと思います。

それと、環境問題についてですけども、市長の

方から御答弁ありましたように、ダイオキシンの

排出量については、かなり、規制値１ナノに対し

てそれの１万分の１ぐらいの数値が出ております

んで、当初改造後はこういう数値であったがとい

うことにならんように、この数値をいかに維持し

ていくかということが今後の課題になってくると

思いますんで、その辺のところをよろしく要望と

してお願いしときます。

それと、庁舎の防犯体制についてですけども、

委託して夜間２名でやっているということ、それ

から計４回の巡回をやってると。にもかかわらず、

現実的に被害が発生してるというふうなことを考

えると、この庁舎内の防犯体制についても、やは

り巡回だけではでき得ないことがあるんじゃない

かと思うんですけどね。

その辺について、やはり巡回でカバーできなけ

れば全体的な考え方の中で、各課の入り口とかに
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エリアセンサー等の設置をしながら、巡回でカバ

ーできないところをそのエリアセンサー的な機器

でやるというふうな考え方はないんですかね。そ

の辺のところ、お願いします。

○議長（成田政彦君） 中谷総務部長。

○総務部長（中谷 弘君） 確かに、巡回と巡回の

間の時間帯というのはあきますから、その辺の問

題はあろうかと思います。

先ほども御答弁さしていたいたきましたけれど

も、感知センサーにつきましても、今職員の出入

り口、タイムカードのとこにはセンサーはついて

いるんですけども、他のところにはついていない

ということなので、増設等について検討を進めろ

ということで、現在検討さしてるところでござい

ます。これは費用を伴いますけども、その辺は当

然必要だろうというふうに認識をしておりますの

で、これは引き続き検討はさしていただくという

ふうに考えております。

それと、市役所の場合、出入り口がかなり多い

という問題がありまして、時間帯に――残業なり

した場合、特に別のところから出た場合、確認で

きないという面も出てきますので、夜間は警備員

の方で６時以降の残業等はチェックするようにい

たしております。それと、残業が終わった場合、

警備員の方に連絡をして、連絡があればすぐそこ

が施錠しているかどうかの確認をしに行かすとい

うような体制を引き続きとっていくということで、

当面そういう対応をとってまいりたいというふう

に思いますけれども、あと、先ほど申し上げまし

たように、当然機器等の設置も必要だという認識

を持って我々としては対応していくというふうに

考えております。

○議長（成田政彦君） 上山議員。

○１０番（上山 忠君） そういう人で対応できな

いとこは機器で対応していくと、そういうふうに

今検討しているということの御答弁でございまし

たので、検討だけじゃなくて実施を踏まえた中の

検討ということにしていただかないと、検討しま

すというのは、行政用語でやりませんというふう

なことになるのではないかと危惧しておりますん

で、検討したらその結果どういうふうに実施する

かということ。



これね、ほんとに簡単に泥棒が入りましたとい

うて、盗られたのが職員の机の中の現金とかいう

ことで済んでますけどね、ほんとに個人情報、プ

ライバシーに関するような情報が盗難に遭った場

合、これは大変な問題になるんですよ。そういう

ことを考え、踏まえた中で、やはり市役所の中は

個人情報の宝庫やというふうに思ってますから、

私は。その辺のセキュリティーをどういうふうに

やっていこかと。これは一生懸命ちゃんとやって

もらわんと、ただ単に盗難が起きました、はい警

察に届けを出しましたということでは済まない問

題になると思いますんで、その辺のところを再度

よろしくお願いしときます。

それと、介護保険制度のとこでいろんな答弁さ

れたんですけどね、どうも質問者の趣旨を全然理

解されてないんと違うかなというふうな形するん

ですわ。それから、認定作業についても、１次聞

き取り、それからコンピューターによる判定、な

おかつ最終的には５名か６名で構成される人らの

判定で決まっていくというふうな形になっている

と思うんですけども、そういうことじゃなしに、

この２年半やって、実際この介護認定を受けた人

らからどういうふうな苦情があったんか、その辺

のところをもっとちゃんとした報告をしてほしい

んですわ。

それと、保険料についても、今３，３５０円です

わね。それがどのようになるのかというのも、１

つはこれ今の介護を受ける人らの大切なあれやと

思うんですわ。

それから、既に来年の４月１日から改定される

んでしょう。そういうことを踏まえれば、もうそ

の辺のとこは既にクリアされてると思うんですけ

どね、その辺の介護の保険料はどのようになって

いくのか、再度お願いいたします。

○議長（成田政彦君） 大田健康福祉部長。早くお

願いします。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） ま

ず私の方から、介護保険料の関係を御答弁申し上

げます。

現在、３，３５０円ということでさしていただい

ておるところでございますが、来年度に向けまし

て今現在検討いたしておりまして、きのうの答弁
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の中にもございましたように、基金の取り崩しを

行いまして、できる限り現行の介護保険料とそう

変わらないような金額で抑えたいというように今

現在考えておるところでございます。

そして、苦情の内容等につきましては、担当課

長の方から御答弁申し上げます。

○議長（成田政彦君） 時間がないので簡単にお願

いします。岩本介護保険課長。

○健康福祉部介護保険課長（岩本正美君） 先ほど

部長が御説明申し上げましたように、認定に関し

ましての苦情というのは四十数件ございまして、

それらの方につきましては再度認定の申請をして

いただきまして、そのことによってクリアしてる

ところでございます。

○議長（成田政彦君） 以上で上山議員の質問を終

結いたします。

次に１１番、松本雪美君の質問を許可いたしま

す。松本議員。

○１１番（松本雪美君） おはようございます。日

本共産党の松本雪美です。２００２年第４回定例

会において質問をいたします。

一人一人の人間を大切にすること、これが日本

国憲法の根本精神です。今、自民党政治は、この

根本精神を余りにもないがしろにし、暮らしや福

祉、教育を冷たく切り捨てる政治を強行していま

す。私は日本共産党の一員として、男女平等、人

権、民主主義を守り、特に子供やお年寄りが大切

にされる社会を目指して、憲法を２１世紀の国づ

くりに生かす政治を目指して頑張っていきたいと

思っています。

それでは、質問に入ります。

大綱１点目は、福祉制度についてです。

来年４月から新しく始まる障害者の支援費制度

についてであります。財界や自民党が推し進める

社会福祉基礎構造改革の名のもとに、障害者分野

では支援費制度が導入されます。

長く国と自治体の義務的な仕事として、福祉事

務所でケースワーカーなどの専門的な職員が障害

者やその家族の相談に乗り、施設や在宅サービス

の提供に責任を持ってきた措置制度から、障害者

自身が個人の責任で、自分でサービス事業を選ん

で契約を結び、サービスを受けるという仕組みに



なる支援費制度に変わるわけであります。

措置は役所の押しつけだ、自由に選べる方がい

い、これからは自立した個人の考え方が尊重され

る、民間が競争すればサービスの量も質も向上す

ると言い、障害者福祉にも市場原理を持ち込むこ

の支援費制度は、多くの問題を含んでおります。

１つ例を挙げてみると、障害者自身が自立し、

自分で事業所と契約せよというけれども、意志能

力がない、十分でない知的障害者自身は、自分で

契約すること自体困難なことであります。後見人

制度をつくったけれど、利用するたびに費用がか

かるなど、皆さんにも御紹介しておきたいと思い

ます。

お尋ねしたいことの１つは、今度の支援費制度

になったら必要な情報が得られるか、選べるだけ

の十分なサービスがあるか、サービスを受けるた

めの利用料が負担増にならないかなどなど、障害

者にとって大きな不安が押し寄せていること。当

市の対応はいかがでしょうか。

２つ目は、障害者施設運営にかかわって支援費

が低く抑えられ、経営が成り立つかどうかという

ことについても不安でいっぱいだという声が聞こ

えております。

１１月１７日、第３６回障害者の生活と健康、

権利を守る全国集会が開かれ、滋賀の知的障害者

授産施設、定員は３０人らしいですけれども、こ

この理事長は、試算すると支援費への移行で年間

６００万円もの赤字になる。これでは倒産へ追い

込まれる。最重度の知的障害者の中には施設の中

だからこそ生きていける障害者がいることを知っ

てほしい。障害や施設の種類を超え、自治体に改

善を要求している、と報告されたそうであります。

質問の２つ目は、支援費制度導入に当たり、国

の政令に基づいて市町村が自主的に基準を設定で

きるようになったということであります。支援費

制度のもとで障害者の実態に見合ったものへと市

の裁量で充実させ、市独自の施策を講じるべきだ

と思います。そして、施設運営にかかわっても、

その機能と役割を十分に果たせるよう、措置制度

のもとで現行水準を絶対に後退させることはない

ということ、このことをお尋ねしたいと思います。

質問のその２は、来年から始まる支援費制度の
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もとで、市のヘルパー室を廃止する計画と聞きま

した。これまで高齢者介護も含めて３０年もの長

い間、ヘルパー派遣事業を実施してきたこの泉南

市で、市民から大変喜ばれてきた事業でありまし

た。この市の誇るべきヘルパー派遣の歴史に幕を

おろしてしまうなど、弱者を切り捨てる方向に怒

りでいっぱいであります。あいぴあのあのデイサ

ービスは、市が事業所として立ち上げていくとい

うのですから、ヘルパーサービス事業も市が主体

的に施策として位置づけて存続を図るべきだと思

いますが、いかがでしょうか。

福祉行政の２点目は、保育所の問題です。

この間、信達保育所の老朽化問題を何度か取り

上げてきましたが、築２６年を超えました。現場

の状況は、他の保育所と比べてひどい傷みようで

あります。

今の厳しい財政状況のもとで建てかえは到底無

理ですね。そうであるならば、早急に大規模改修

をやってください。もう待ったなしの状況を市長

は知っていらっしゃるのでしょうか。市長、信達

保育所の実態を確認のために現場へ出向いてくだ

さい。どんなに老朽化しているかを見てください。

そして対策を考えてください。

大綱２点目は、３住宅の払い下げ問題で、所有

権移転請求事件でやっと和解ができたとの報告を

受け、ほっとしています。

平成１１年１月、所有権移転請求の訴えを起こ

し、第１審では住民が敗訴をしました。そして、

１３年１１月には住民側が控訴をしていました。

１４年１２月４日、和解成立ということでありま

す。

市が弁護士に支払った第１審の着手金は約８５

５万円、そして第２審では６６０万円、この後議

案で提案される和解成立の弁護士への成功報酬金

は約６００万円近くと、これまでのこうしたお金

を全部合わせてみましたら２，１００万円余りと、

大変な費用を要する結果となりました。そして、

今回の和解金、１人１２７万、６４件ですから８，

２３０万円ということです。さらに、平成５年度

策定、実施されたマスタープランでは、１，０３０

万円も使ったそうであります。合わせて１億円以

上のお金をこの住宅問題で投入しているというこ



とは、はっきりとしています。

先日聞いたところによりますと、３住宅の住民

側も弁護士費用は１，２００万円にも達していると

言っていました。本当にこの間、両者ともたくさ

んのお金を使い、忙しいさなかであろうが、この

ことに費やした時間はもったいない限りでありま

す。もっと早く、お互いに意地を張らずに３住宅

の住民と市も本音で話し合っておればこんなにも

つれずに済んでいたのにと、今さらながらに思う

ところであります。

さて、第３項には、本件住宅関係の整備につき

今後当事者間で協議をするとありますが、もろも

ろの問題は残っているけれど、住民の要望も受け

入れ、可能な限りその隘路を見出していきたいと

市長もお答えになっております。このことはどん

な意味を持っているのか理解しがたい中身であり、

お答え願いたいと思います。

大綱３点目は、住みよいまちづくりについてで

す。

その１は、開発指導要綱の改正で――二重括弧

の改正です――１４年末をもって開発協力寄附金

を廃止することを計画されているようです。この

趣旨は、開発時に居住する住民のために周辺の公

共施設、学校や道路などを整備するため開発業者

にも負担をしてもらうとして、続けられてきた制

度であります。

市は、今後開発業者の後追いで、財政状況の悪

い中で市民の税金をつぎ込まなくてはならないこ

とが起こるのではないか。この開発指導要綱の改

正の実施で、こうした状況が起こらないかと不安

であります。開発業者の利益につながる規制緩和

をやめるべきです。他市はどうであろうと、泉南

市は毅然とした態度でこの制度を守り切ってほし

いと思います。

その３は、市がやる気になれば今すぐ取り組め

るバリアフリーのまちづくりです。

和泉砂川駅を含む市内の４駅のバリアフリー化

です。例えば、和泉砂川駅のあの長い、高い、下

から見上げるだけでもうんざりする駅の階段です。

障害者も高齢者も利用しやすい駅へという方向へ

１人乗りのリフトをつけることなど、多額の費用

がかかるわけではありません。市も必要な費用を

－７７－

出してＪＲと交渉してみてはどうでしょうか。

また、砂川駅から市役所、府道泉佐野岩出線を

見てみますと、歩道にフラワーポットを置いてい

るところ、電柱や標識が歩道に立っているところ、

歩道が駐車場や駐輪場になっているところ、車道

と歩道の段差で歩行者も自転車も通行者は大変な

思いでここを通っている、こんなところをたくさ

ん私も目にしています。このような状況を改善す

る。そのために市は今すぐ取り組むべきでありま

す。

大綱４点目は、環境問題です。

株式会社セイコーが廃業した後に、古紙のリサ

イクルをということでトイレットペーパーなどを

製造するリバース株式会社が進出するということ

で操業準備が進められているそうであります。地

場産業が衰退するこの泉南市において新たな雇用

を創出する優良企業の誘致は喜ばしいのではあり

ますけれども、リバース株式会社は少し問題を含

んでいるんだと思います。そういう問題が解決で

きればと私は思います。

奈良県御所市の産廃処分場を営む南都興産の子

会社だということであります。南都興産の産廃処

分場から曽我川に放流される処理水は、鉛は２倍、

アンモニアは３倍と、はるかに排水基準をオーバ

ーしていた。こういう水が放流されていたことが

判明し、環境を守るために御所市の市長は、奈良

県知事に調査と改善要望を提出するなど市民の不

安を取り除くために努力されたそうであります。

この南都興産がセイコーの経営者を採用してリバ

ースという子会社をつくりました。１日２，５００

トンもの古紙を原料とし、１，５００トンのリサイ

クル紙を製造するというのであります。

パンフレットにも紹介されていました。原料と

製品との差は１，０００トンですが、当然廃棄物も

大量に出るでしょう。大量の水を使い、古紙を溶

解し、インクを分離して異物やごみを取り除き、

洗浄、漂白して、トイレットペーパーができ上が

るそうであります。

既設の焼却炉を使い、廃棄物の焼却、処分はも

とより、工場から処理される処理水の放流で浜地

域の環境悪化が進むことがあっては大変です。基

準以上のダイオキシンの発生は、泉南市や阪南市



の住民を不安に陥れることになります。市は住民

の環境を守るために、リバースに環境基準をきっ

ちり守るようにぜひ申し入れてほしいと思います。

大綱５点目は、社会教育についてです。

市民の利用者があってこそ成り立つ社会教育施

設が、図書館や公民館であります。行革大綱は、

図書館の開館時間の延長が盛り込まれました。日

常的に１日の仕事を終わった人が図書館に立ち寄

り本を借りたくても、５時には閉館されます。必

要な人材を配置し、働く人のために開館時間の延

長を求めるものであります。

公民館は月曜日午後、火曜日は１日休館です。

新家公民館は月曜、火曜も開館されています。利

用者が多い少ないでの判断で他の公民館との格差

をつけることは、おかしいと思います。市民の要

求あるところに社会教育施設の役割は存在するこ

とを再確認して、休館日をなくしてください。

私の質問は以上です。あとはまた議席から質問

させていただきます。

○議長（成田政彦君） ただいまの松本議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私の方から、住宅問題につ

いてお答えを申し上げます。

所有権移転登記手続請求控訴事件において、原

告は第１審判決を不服といたしまして大阪高等裁

判所に平成１３年１１月２７日控訴されまして、

１４年２月５日に控訴理由書を提出され、平成１

４年８月３０日付で訴えの追加的変更の申し立て

が出されました。平成１４年７月９日から１２月

４日までの間、計６回にわたりまして和解を前提

とした話し合いを重ねてまいりました結果、今回

の和解に至ったものでございます。

これからの住宅問題の今後のあり方につきまし

ては、和解調書にもありますように、住宅関係の

整備につき、今後当事者間で協議するという内容

になっております。したがいまして、議案でも御

提案しておりますこの和解の案件につき、議会の

承認を得ましたならば、この和解が正式に成立す

ることになります。その後、今後の整備方向につ

いて協議をするということにいたしております。

具体性がないというお話でございますが、今の

時点では、こういう書き方しかやむを得ないとい

－７８－

うふうには思っております。基本的には建てかえ

といいますか、そういう方向を我々は示しておる

わけでございます。

ただ、今回の和解によりまして、裁判以前の状

態といいますか、そういうところへ戻される、戻

るというふうに思っております。で、立ち返りま

すと、当時として、入居者の皆さんは払い下げと、

我々は建てかえと、こういう非常に距離のある話

でございました。ただ、その中でうまく解決する

方法がないかどうかということを模索しようとい

うところまでいっておったわけでございます。し

かしながら、訴訟に至ったという経緯がございま

す。

したがいまして、今回の和解によりまして、お

互いの過去のいろんないきさつについては清算で

きると。感情的なもんも含めてですね。したがっ

て、我々と入居者の皆さんとの信頼関係が回復さ

れると、このように考えております。その中で今

後解決方法を見出していきたい。これはまだ具体

的にどういう形かということについては今後の協

議ということにいたしておりますので、この和解

成立後、お互い誠意を持って解決に向けて努力を

していきたいと、このように考えております。

○議長（成田政彦君） 大田健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） そ

れでは、私の方から支援費制度と保育所の関係に

ついて御答弁申し上げます。

御承知のとおり、社会福祉事業法の全面改正に

よりまして社会福祉の共通基盤制度が大幅に見直

され、障害者施策についても、従来の措置制度か

ら障害者自身がみずからサービスを選択し、サー

ビス提供者となる事業者と対等の関係に立って契

約を結びサービスを利用する支援費制度に平成１

５年４月から移行されます。

この制度移行に当たり、本市においても広報に

よる啓発、また窓口対応での啓発周知はもちろん、

すべての手帳保持者に対する通知などで制度周知

を図ってきたとともに、本年１０月末から新制度

利用に伴う利用申請受け付け開始のお知らせを行

い、申請受け付け並びに支給決定に伴う聞き取り

調査を現在順次進めているところでございます。

さて、従来の措置制度とこの新制度との違いで



ございますが、新制度のもとでは、利用者が事業

者と契約を交わしてサービス利用を行うなど手続

が異なる点や、利用者負担基準、サービス供給主

体の問題などが挙げられると思います。

まず、契約等新しい手続については、新制度利

用申請に伴う調査等で個別に詳しく利用者に説明

していき、実際の利用に当たっても、利用者が円

滑に新制度を利用できるよう相談・支援体制の充

実に努めていく所存でございます。

また、契約に当たっては、利用者本人と指定事

業者等との締結が原則となりますが、知的障害者

等の意思能力が不十分な場合は、地域権利擁護事

業や成年後見制度の活用により、契約行為が可能

な法的仕組みも整備されてございます。

次に、利用者負担基準でございますが、今回示

されました国基準案を見ましても、月額上限額が

制定されるなど低所得者層に対する配慮も行われ

ており、現行措置制度の水準を上回らない負担で

あると考えております。

さらに、サービス供給主体についてですが、支

援費基準単価やその適用基準の解釈が国の方で定

まらない中、大阪府での事業者指定申請が低調に

推移している状況ではありますが、本市としても、

多様なサービス提供主体の創出が本制度の趣旨で

もあることから、市内並びに近隣の障害者施設や

介護保険事業者等に積極的に働きかけ、事業所指

定申請の勧奨に鋭意努めているところであり、こ

の点御理解いただきたく存じます。

また、新制度移行に伴う施設運営に関する質問

ですが、サービスを現在お使いの利用者の皆様が

今までと変わりなく同様のサービスを受けられる

ことが一番大切であるとの認識から、利用者のニ

ーズを十分吸い上げた上で、それにこたえ得るサ

ービス内容や供給量について、必要とあれば応分

の支援体制を今後検討してまいりたいと考えてお

ります。

さらに、本市ヘルパー制度と支援費制度との関

係ですが、本市においても現行制度のもとで実施

しています身障デイサービス事業につきましては、

近隣にかわるものがない事業であるとの認識から、

新制度下においても継続して事業展開を行うべく、

現在、大阪府に対し事業所指定を申請中でござい
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ます。

現行のホームヘルプ・ガイドヘルプ事業につき

ましては、新制度の趣旨、つまりサービス供給主

体の多様化、サービス提供量の拡大の観点から、

本市直営事業という形態をとらず、民間事業者の

積極的な事業参入にゆだねる予定でございます。

現行の措置制度のもと、長年本市障害者施策の

中核をなしてきたサービスであったことは十分認

識しているところでございますが、新制度移行に

向け、利用者ニーズの増大等考える中、民間事業

者の参入にゆだねることで福祉サービスのすそ野

が拡大し、利用者の側からも選択の幅が広がるも

のと期待しているところでございます。

いずれにいたしましても、利用者が従前の措置

制度と比べ違和感を覚えることがなくサービス利

用ができることが我々の責務と考え、全力を挙げ

新制度移行準備に取り組んでいるところでありま

すので、よろしく御理解のほどお願い申し上げま

す。

続きまして、保育所問題について御答弁申し上

げます。

各保育所とも、既に建築後一番古い施設で３１

年、新しい施設で２５年を経過しております。５

カ所ある施設のうち、設置の古い順に２カ所の保

育所は大規模改修を行っておりますが、残る３カ

所につきましても各施設とも老朽化が進んでおり

ます。

私ども施設を担当する者として、施設の状況把

握に努めることが責務でありますので、日々各施

設の状況把握に努めておりますので、議員御指摘

の分につきましては十分掌握してございます。次

代を担う大事な子供たちを預かっておりますので、

施設の安全管理面につきましては、憂慮すべきこ

とは十分に認識いたしておりますので、厳しい財

政状況の中ではありますが、施設の安全管理を怠

ることはできませんので、緊急性が必要なところ

から順次改修に努めてまいります。

また、施設の改善、改修の必要性でありますが、

私ども施設を所管する立場からは、現状の施設の

状況は十分に認識しておりますので、大規模改修

の必要性はあるとは考えておりますので、財政的

には厳しい状況ではありますが、大規模改修に向



けたあらゆる手法を模索しながら、施設の改善、

改修のあり方を十分に検証してまいりますので、

御理解賜りますようよろしくお願い申し上げます。

以上でございます。

○議長（成田政彦君） 楠本都市整備部長。

○都市整備部長（楠本 勇君） 私の方から、住み

よいまちづくりにつきましてお答えいたします。

まず、開発指導要綱の改正についてでございま

すが、本市におきましては、開発指導要綱により

まして開発事業について一定の基準により適正な

指導を行い、良好な都市環境の形成に寄与し、ま

た公共公益施設の整備における応分の負担を求め

ることで一定の役割を果たしてまいりました。

しかしながら、今、開発指導を取り巻く環境は、

技術的な向上、また近年の社会経済状況の変化、

公共公益施設の需要の変化、また関係省庁からた

び重なる通達等による指導要綱の行き過ぎの是正

の徹底や、寄附金、負担金等は関係事業者等の理

解と協力のもとに受け入れるべき性格のものであ

ることに配慮すること等の問題点を指摘されるな

どの状況に置かれております。

こうした状況を踏まえ、平成６年１１月１日以

降に運用してまいりました開発指導要綱につきま

して、技術基準については、改正後約８年が経過

しておりますため、現行の技術基準等に整合を図

ってまいりたいと考えております。

また、開発区域内に歩道を設置する場合には、

歩道と車道の段差を少なくし、出入り口による歩

道の切り下げや、歩道のうねりを減らそうと、バ

リアフリー対応にすることにしております。さら

に、原則として道路幅員が５．９メートル以下の道

路には電柱等を設置しないものとし、歩行者や自

転車、また障害者が電柱等迂回することなく通行

できるように配慮しております。

開発協力寄附金の廃止につきましては、さきに

述べましたように、関係省庁からたび重なる通達

等がございまして、堺市以南の泉州各市町におき

ましてもこの開発協力寄附金の見直しが行われて

おりまして、ほとんどの市町におきまして、全面

廃止あるいは一定規模以下の開発については廃止

されているところでございます。

こうした情勢を踏まえ、今後も引き続き開発協
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力寄附金を徴収していくことは困難であると思わ

れますので、技術基準等の整合、環境の改善や安

全対応策とあわせ、開発協力寄附金の廃止等の改

正を予定しているところでございますので、よろ

しくお願いいたします。

続きまして、待たれている駅のバリアフリー化

につきましてお答えいたします。

去る平成１２年１１月に施行されました高齢者、

障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化

に関する法律、いわゆる交通バリアフリー法に基

づきまして、泉南市におきましてもこれを受け、

本年７月末から和泉砂川駅構内、駅前、駅周辺道

路を含みまして総合福祉センターまでの間につき

ましてバリアフリー化をすべく、高齢者、障害者、

地域住民、特定事業者、学識者等で構成しますバ

リアフリー基本構想策定協議会を設置し、アンケ

ートやタウンウオッチングによるバリアフリーの

点検を行い、住民参加による基本構想の策定に鋭

意取り組んでいるところでございます。

議員御指摘の駅における移動の円滑化は、高齢

者や障害者の方々にとりましては切実なる要望で

あると認識しておりますので、御指摘の和泉砂川

駅の例を示されましたが、リフト等の設置でござ

いますけども、御指摘の点も踏まえまして、各交

通機関に働きかけてまいりたいと考えております。

また、現在策定中の基本構想につきましても、

公共交通機関との協議調整、また関係各課とも連

携を図りながら、実現に向け努力してまいりたい

と考えております。

続きまして、歩行者が安心して通れる歩道の改

善をということでございますが、歩行者、特に高

齢者や障害者の方々に支障となります要因として

考えられます段差、歩道上の電柱、電話柱、交通

標識柱、看板等につきましては、設置者に対し改

善等を求めるなど障害物の撤去に努めているとこ

ろでございます。

しかしながら、路線も多く、現場の状況等によ

りまして御迷惑をおかけしている箇所があろうか

と存じておりますが、今後とも歩道のバリアフリ

ー化に向け取り組んでまいりたいと考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。

○議長（成田政彦君） 油谷市民生活環境部長。



○市民生活環境部長（油谷宗春君） 事業所の開設

による環境問題について御答弁申し上げます。

工場等の事業を開始する場合には、大阪府条例

や市の条例、あるいは各関係法律に基づきまして、

事業活動に伴って生じる大気汚染、水質の汚濁等

によって人の健康または生活環境に係る被害が生

じないよう、それらを防止するため必要な措置を

講じる義務を事業者は有しております。事業所の

開設、事業の開始時には、その大気あるいは水質

等のそれぞれの規定に従って届け出、あるいは許

可が必要になってございます。

お尋ねの株式会社リバースについてでございま

すが、製造品目が以前の段ボールからトイレット

ペーパーの製造と多少変わっておりますが、製紙

工場であり、各届け出や許可関係は大阪府からは

基本的に継承と聞いており、現在そのそれぞれの

事務手続についての事前協議中であると伺ってお

ります。それらの協議が調い次第、市を経由し、

大阪府に申請となる予定でございます。

また、事業開始後につきましても、それぞれの

条例規定に従いまして、事業者は基準値あるいは

規制値の遵守義務が生じ、測定の義務もあわせて

生じます。各事業者に対しましては、大阪府とと

もに定期的に立入検査を行っており、今後とも事

業者に対する監視、指導を行ってまいりたいと思

いますので、よろしくお願いを申し上げます。

○議長（成田政彦君） 亀田教育長。

○教育長（亀田章道君） 社会教育についてのうち、

市立図書館の開館時間延長についての御質問にお

答えをしたいと思います。

この問題につきましては、以前からその必要性

を認識しておりまして、先ほど御指摘のように、

本市の行財政改革大綱に基づく実施計画の項目の

中にも包含されております。目下、実施に向けて

鋭意検討を行っているところであります。

ただ、現実問題といたしまして、本市立図書館

の立地状況を見ますと、最近のことではあるんで

すが、隣にありました済生会泉南病院が移転した

ことや、あるいは大型電器店が閉店したことなど

で、従前にも増しまして夜間の人通りが少なくな

っており、来館者の安全、また図書館では女子職

員が占める比率が高い職場であるというようなこ
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とから、保安上からの心配な点もございます。さ

らに、光熱水費や空調管理委託費、あるいは職員

人件費等、いろいろな経費面での増加が絡んでま

いります。

したがいまして、できるだけ経費増を抑えなが

ら、施設や職員の安全管理も考慮しつつ、開館時

間の変更について早期実施を図りたいと考えてお

りますので、御理解のほどをよろしくお願い申し

上げます。

○議長（成田政彦君） 中村教育総務部長。

○教育総務部長兼教育総務課長（中村正明君） 公

民館の休館日を少なくしてほしいという御質問が

ございましたので、お答え申し上げます。

まず最初に、新家公民館の例が出ましたので、

その方から入ってまいります。

本市では、市立公民館が４館ございます。新家、

信達、西信達、樽井、この４館でございますが、

新家公民館のみ他の公民館と若干異なる対応をと

っているのが現実でございます。

といいますのは、まず１つは、新家公民館は４

つの公民館のうちで最も部屋数が少ないという理

由があります。４室しかありません。

２つ目には、新家地区については、現在の公民

館が昭和４５年の市制施行の年の秋にオープンい

たしましたが、その後急激な宅地開発が進んで人

口増が著しいと、利用希望に沿えないことが多か

った。

あるいは３つ目には、新家公民館はＪＲ阪和線

から山手側でただ１つの公民館であるというよう

な理由、状況を勘案しまして、弾力的運用として、

数年前から本来の休館日に申し込みがあった場合

に限ってその使用を受け入れております。したが

って、新家公民館を取り巻く状況が改善されるめ

どが立つまで、この弾力的運用はいましばらく継

続して進めたいと、そう考えております。

休館日を減らすという御質問でございました。

これはつまり開館日をふやすということでござい

ますが、一方で職員数の増、光熱水費の増、ある

いは管理委託料の増など、さまざまな経費の増加

としてはね返ってくるということもございます。

したがって、直ちに公民館の休館日を減らすとい

うことは、市にとって新たな負担となってあらわ



れてまいりますので、当面は現在の開館体制を御

理解いただきたいと考えます。

なお、公民館の状況をもう少し述べさせていた

だきますと……（松本雪美君「もう結構。もうい

いです」と呼ぶ）最後にちょっと１つだけ言わし

ていただきたいことがございます。

これは市民の皆さんにも今後協力――強制では

ございません。当然、協力ということでお願いし

たいのでございますが、会議を開く、つまり貸し

館ということでお借りされる場合、人数の点もあ

ろうかと思いますが、公民館そのものの事業、最

近非常に現代的な課題にマッチした事業を多くや

っております。他の施設の利用も今後利用者の方

には会議程度であれば御検討いただきたい。本来

の公民館事業というのがますます多角化、ふえて

おりますので、その辺はお願いということで呼び

かけてまいりたいと、そう考えております。

○議長（成田政彦君） 松本議員。

○１１番（松本雪美君） 時間が余りありませんの

で、もう的確に質問したいと思います。

市長さんにはちょっと悪いんですけど、写真撮

ってきたんで、これ信達保育所の傷んでいる部分

の写真ですので、見ていただけたら。

○議長（成田政彦君） 議長の許可が要りますよ、

松本議員。――――よろしい。

〔松本議員、向井市長に写真を示す〕

○１１番（松本雪美君） 市長さんは中身は知って

おられるということですけれども、とりあえず見

ていただきました。

信達保育所はどこの保育所よりも老朽化が激し

いんですね。シロアリで朽ちてて、窓枠なんかも

ひょっとしたら外れるんじゃないかという心配と

か、それから人工芝の廊下は２６年間ほこりがた

まって、結局お掃除しても、人工芝ですから底に

ほこりがたまっている状況。

こういう余り好ましくないような施設状況であ

りましたから、そういう傷んだ状況を改善すると

いうことは、保育所では１年間通じて、休みはま

あ土曜、日曜、祭日ね。それ以外は全部使ってま

すし、長時間にわたって子供たちを保育せねばな

らない。働く父母の皆さんのために子供をお預か

りする施設ですね。だから、大規模改修するとし
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たら、そのために必要なのは、代替でプレハブを

建てたりして、その場所を設定しなければできな

いわけですね。学校だったら夏休み期間中に改修

できますけどね。

そういう意味で、私は大規模改修にもう臨まざ

るを得ない状況に来ていると思います。見ていた

だいたとおりだということで。そうすると、昨日

も済生会泉南病院のあいている建物のことについ

ても、古いから撤去したいというような方向も示

されておりましたけれども、私はそういうあいた

施設を、使えるものであるならば、大規模改修の

期間、約１年もかからないでしょう、そういう時

期をそういうところを借りて早く取り組んでいた

だきたい。このまま放置しておくことはできない

状況ということでね。

だから、その点で、泉南市の福祉事務所、それ

から市長さんのお考え、財政の皆さん、みんな確

認をされておられる中で、これは絶対に放置でき

ない状況です。そこのところをどういうふうにお

考えになっておられるでしょうか。

○議長（成田政彦君） 大田健康福祉部長。

〔松本雪美君「市長答えてくださいよ。市長に

お願いしてるんですよ。市長に」と呼ぶ〕

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） 再

度の質問についてお答え申し上げます。

信達保育所の件でございますが、今回の補正の

中に信達保育所の廊下の人工芝、これの張りかえ

というんですか、改修の予算をお願いいたしてお

るところでございます。

また、シロアリの件につきましては、確かに御

指摘のとおり、かなりシロアリで傷められておる

というところがございます。これにつきましても、

我々担当部局といたしまして、最終的には大規模

改修との必要性があるかという認識はいたしてお

るところでございますが、窓の枠の取りかえ等も

計画に現在入れておるところでございます。

そういう中で、できる限り予算が財政的に十分

余裕があるときであれば大規模改修という形で進

められるわけでございますが、今すぐに大規模改

修というわけにもまいりませんで、できる限りの

改修に努めていきたいと。そして、子供の安全面

を十分に守ってまいりたいと、このように考えて



おるところでございます。

そういうことで、順次そのような形で改修を進

める計画でおりますので、御理解のほどお願い申

し上げます。

○議長（成田政彦君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） まず最初の質問で、現場確

認というか、現場を知ってるかということでござ

いましたけども、私、毎年各保育所を回っており

ます。で、園長先生等に概略そのあたりのことは

聞いておりますし、目でも見ております。

確かに、かなり長くなっておりますので、老朽

化しているというのは確認しております。ただ、

築２８年ということで、本体そのものの耐用年数

はまだまだ十分耐用できるというふうに考えてお

りますので、その中の造作とかあるいは施設とか、

外回りも含めてでございますが、外装といいます

か、こういうあたりについては、今後また健康福

祉部からの事業計画に沿って逐次実施していくと、

こういう方向で考えていきたいと思っております。

○議長（成田政彦君） 松本議員。

○１１番（松本雪美君） 保育所の役割というのは、

働く父母の皆さんの子供さんたちをお預かりして、

長時間にわたって、子供たちを見ていただいてい

るわけですよね。ここで働く保育士さんたちも、

当然この現場では大変な状況だということで、人

工芝なんかは、先ほども言いましたが、本当に不

潔なんですね。だから、人工芝がめくれているか

ら人工芝を張ったらええということでは解決には

なりません。それはわかっていただきたい。

それから、めくれておればコンクリがむき出し

てくるんですね。そこでひっくり返ればけがをす

る。不潔でけがをする。しかも、指をなめる子供

たちや、そういう小さい幼児がおるわけですから、

その不潔が子供たちをまたむしばんでいく。風邪

引きをこじらせたりとか、そういうことが起こっ

てくることが当たり前にある施設なんですよ。だ

から、私は市長さんには当然大規模改修、一気に

きれいにしていくという形をとっていただきたい

と思うんです。

悪い部分から直していくといっても、実際には

無理なんですよ。廊下直そうと思ったら、どうな

ります。子供たちを連れて行くときにどうなりま
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す。直せないでしょう。メンテナンスをちゃんと

しなかったために、こういうふうにどんどんひど

くなってきたわけですよ。雨漏りもそうですし、

それからアコーディオン式の窓もそうですよね。

風さえ通せない窓なんですよ。これが２６年目に

してやっと直してもらえる状況になったという、

そういう状況ですよね。だから、私は今一番タイ

ミング的はにいいんじゃないかと。

お金がないからできないということでは、これ

は余りにもひど過ぎますよ。お金がなくてもやら

なあかんことはやらなあかんのですよ。だから、

後送りできるものは後送りする。それが政治なん

じゃないですか。後送りしてでもやらなあかんこ

とは、緊急なことはやる。保育所は緊急な事態が

発生しているということを確認されてないんです

ね。

いつも毎年いらっしゃっててね、所長さんも含

めて保育士さんたちは、もう本当に大変な思いで

私たちにいろんな問題を訴えられます。私はそう

いうことを聞いて、まあこの辺までで置いておこ

うかと思っても、やっぱりそれは行政、市で働く

職員さんですから、余り市長さんたちにこういう

こと聞こえたら大変やなと思いながら遠慮しがち

でしゃべる言葉の中にも、そういう大変な思いが

隠されているわけですよ。

だから、そこを無視しないでください。いい保

育ができるように、子供たちを育てんといけない

んでしょう。将来この泉南市を背負って立つ子供

たちを育てらなあかんのですよ。そこのところを

考えて、きちっと対策を講じてください。ちょっ

と直しで、たった４０万や５０万かけても、そん

なん改修にはなりませんよ。どうですか。

○議長（成田政彦君） 大田福祉健康部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田宏君） 先ほ

ども申し上げましたとおり、我々といたしまして

も、子供の安全というのは第一に考えておるとい

うところでございます。そういう中で、できる限

りの修繕ですね、やれるものからやっていきたい

というようなことで考えております。

そして、先ほども申し上げましたとおり、廊下

の張りかえ、それにまた窓の取りかえ等も計画に

入れております。そういう中で順次改修に努めて



まいりたいと、こういうように考えておりますの

で、よろしくお願い申し上げます。

○議長（成田政彦君） 松本議員。

○１１番（松本雪美君） なかなかわかってくれな

いですね。緊急事態発生ですよ。子供たちがけが

をしたらどうなりますか。シロアリに食われた桟

が外れてガラス窓が落ちてくるなんてね。お便所

のそのドアを見てください。子供たちの入ってい

るお便所。子供にも人権がありますよ。おしり丸

々見せておしっこしてる姿をみんな見ているわけ

ですよ。ドアはちぎれてほったらかし、こんなこ

とあっていいんですか。子供の人権どうとらえて

ますか。子どもの権利条約、知ってますか、市長。

答えてください。

○議長（成田政彦君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） 知っております。（松本雪

美君「知ってるんなら…」と呼ぶ）

○議長（成田政彦君） 手を挙げてください。松本

議員。

○１１番（松本雪美君） 知ってるんなら、ちゃん

とやったらどうですか。そういう対策を講じるこ

と、考えるということを、今やらなあかん緊急事

態だということをね。市長は何もしないで道路づ

くりだけはどんどんイオングループにサービスし

て、またこれ１５年か１８年かというてあの信達

樽井線６５億円かける計画を発表したんでしょう。

そんなことね、そら必要ですよ。いずれ必要です。

しかし、子供たちのこういう現実ほったらかして、

そして道路づくりに４０年かけてきたと、そう市

長さんはおっしゃったそうですが、市長の４０年

かけてきた気持ちはわかります。でもね、地方自

治法の趣旨をしっかりと自分の腹に落として、市

長としての役割を果たすべきではないですか。

自治体の仕事をしっかりと確認してくださいよ。

言うてくださいよ。子どもの権利条約どうですか、

子供の人権。お答えないんですか。――議長。

○議長（成田政彦君） 松本議員。

○１１番（松本雪美君） お答えしていただけない、

そういう状況ですね。ここで対策をこれから講じ

て行こうと、そういう思いを持ってお答え願いま

せんか。現場を知っておられる市長さんですから。

○議長（成田政彦君） 向井市長。

－８４－

○市長（向井通彦君） 我々行政というのは、いろ

んな分野で投資をしなければいけないわけであり

ますから、その辺は理解いただきたいと思います。

当然、保育所の整備といいますか、維持管理、

補修についてはやらなならん仕事でもあります。

したがって、それは当然、施設管理者としての責

任もあるわけでもございますから、それは順次や

っていきますということを言っているわけでござ

います。

○議長（成田政彦君） 松本議員。

○１１番（松本雪美君） 泉南市の長としてやらね

ばならないことがいっぱいあることはわかります。

でも、緊急に必要なことを優先順位をつけて選ぶ

のも市長の仕事でしょう。地方自治体の役割、仕

事、その辺は市長には欠落してると思いますよ。

だから、きちっとこれから後の対策として講じ

てください。ちょっと直しだけでは、もう追いつ

かない実態になっていることをあなた御存じでし

ょう。ちょっと直しで追いつきませんよ。こんな

ん、ちょっと人工芝張りかえても、その人工芝に

はどんどん、どんどんほこりが吸い込んでいくわ

けですよ。おトイレのドア見てください。そこに

写真あるでしょう。お願いしますね。もうここで

答弁が十分できないということは、それをしっか

り確認されたと私は理解しておきます。

それから、あと時間がないので、もう十分に私

が最初に述べた質問はできないですけれど、支援

費の問題では、国の政令に基づいて市町村が自主

的に基準を設定できるようになったということ。

この制度が生かされて、障害者の皆さんの実態に

合ったものへと市の裁量で充実さしていく市の独

自の施策、ここのところをやっぱり講じていくた

めに、私は努力してほしいと思うんですよ。

そのことについては、先ほど応分の支援体制を

講じていきたいとおっしゃいましたけど、これど

ういう意味かちょっとわからないんで、もう一度

ここのところをしっかりと、私たちにわかるよう

にお答えくださいませんか。

○議長（成田政彦君） 大田健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） 支

援費の基準単価の件でございますが、これにつき

ましては、議員おっしゃられるとおり厚生大臣が



定める基準を下回らない範囲において市町村が定

めるということになっておるところでございます

が、この支援費というのは圏域的な事業でもござ

います。したがいまして、泉南市だけが特別な単

価を設けるというのもいかがなものかなというよ

うな考え方もいたしてございます。これにつきま

しては、やはり各市とも歩調を合わせたような形

での単価の設定が必要であるかと、このように私

どもは考えておるところでございます。

それと、先ほど申し上げました応分のというの

は、また別の施策とかそういう我々といたしまし

ても助成ができるようなものがあればまた考えて

まいりたいと、このようなことでございますので、

よろしくお願い申し上げます。

○議長（成田政彦君） 松本議員。

○１１番（松本雪美君） 利用者にとって、利用料

で、新しい制度のもとで利用者が大きな負担をこ

うむることのないように、それからまた施設運営

に対しても十分機能と役割が果たせるように――

果たせないようになっては大変ですよね。だから、

そういう障害者の皆さんが実態に合ったサービス

を受けられる。施設運営をされる方もその人たち

を守っていけるように、そういう市の主体的な制

度としてきちっと取り組んでいただきたい。この

ことを強くお願いしておきます。

それから、住宅の問題ですけれども、総務文教

の協議会でおっしゃった中身とは少しニュアンス

違うような気がします。定期借地権で住宅の建設

なんかもおっしゃってました。そしたら、用途変

更したりいろんな問題が生じてくると。だから、

隘路を見つけ出して、何とかいける方向に持って

いきたいというような思いをおっしゃってられた

と思うんですね。

この３条の条項というのは、そういう住民の要

望がしっかりとそこに入っていくということが、

入って和解ができたということだと私は理解しま

すし、今５０年たっているんですよ、あの住宅が。

これからどんどん、どんどん修理が必要になって

くるし、そこで住んでいる人たちに危険が及ぶよ

うなことがあっては市の責任ですよね。この辺は、

しっかりと確認をした上で住民の皆さんと話し合

いを持っていただきたい。
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新たに建て直すんだというような――市長、今

何か建て直すことが、ちょっと今そういうふうな

言い方もされたと思うんで、建て直すということ

がもし改めて出てきた場合は、住民はそら話が違

うやないかと、一体どうなってんねやと、また訴

訟起こされますよ。そういうことのないように、

このことだけはしっかりとお願いをしときます。

それから、リバースそのものが公害発生になら

ないように、しっかりと基準を守ってもらえるよ

うに、住民にとっても、本当に優良企業であると

いうことで雇用の拡大ができるように、そういう

思いでいっぱいですから、市の方からも、そのこ

とはしっかりと強く要望を述べていただきたい。

このことはお願いしときます。

それから、もう１つ、汚水放流の問題では、放

流水の問題では、下水道につなぎ込んでいくよう

なことをやっていただきたいです。男里の住民の

皆さんは、大里川に流れてくる水がセイコー板紙

が閉鎖されて操業されなくなった途端にきれいに

なったと喜んでいますよ。また汚れた水が流れて

来るんかいと、ヘドロでいっぱいになるんじゃな

いかと、また不安が募ってるわけです。

だから、私は放流水そのものは下水道に流させ

る。そういうことをしっかりと市の姿勢でリバー

スに求めていってください。そのことで一言お答

え願いますか、このリバースの問題で。お答えく

ださい。答えてください。まだ２５秒あったんで

すよ。あったんですよ。もう１０秒でしょう、あ

と。一言答えてください。そらぐあい悪いですよ。

○議長（成田政彦君） 以上で松本議員の質問を終

結いたします。

午後１時１５分まで休憩いたします。

午後０時 ３分 休憩

午後１時１７分 再開

○議長 （成田政彦君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次に、１６番 島原正嗣君の質問を許可いたし

ます。

○１６番（島原正嗣君） 皆さんこんにちは。御指

名をいただきました市政研の島原正嗣でございま

す。

平素は、公私にわたりまして、同僚議員さんの



御指導をいただいておりますことを高いところで

はありますが、心を込めて厚くお礼を申し上げる

次第でございます。

前角谷議長さん、それから東前副議長、きょう

お休みでございますが、１年間大変御苦労さんで

ございました。できればもう１年やってほしいん

ですが、そういうわけにもいきませんし、さて新

しい議長が就任をされまして、成田議長、市道副

議長、この１年間大変な時期でございますが、力

を合わせて市政発展のために頑張っていただきた

いと思います。

特に成田議長におきましては、一党一派に偏す

ることなく、公正公平な議会運営を期待をいたし

ております。

私も一度正副議長という立場で１年間やらせて

いただきましたが、人格識見ともに私は優れた人

ではないかというふうに尊敬をしておりますので、

どうぞ円満な議会運営に最善を尽くしてほしい。

それと、もう１つお願いで、ここで言うのはど

うかなと思いますけれども、ぜひ議会の改革も考

えていただきたいなというふうに思っております。

それは前正副議長も頑張っていただきましたが、

議会報等につきましては、今、年１回であります

けれども、ぜひ、定例会年４回ありますから４回

出していただくように、予算構成もお願いしてお

きたいというふうに思います。

たくさんの課題、合併問題もありますし、議員

の定数の問題もありますし、議員の歳費の削減の

問題等々もございます。どうかお体に注意をされ

まして頑張っていただくように、冒頭お願いをし

ておきたいと思います。

あとお１人で今議会の一般質問の日程が終わる

わけでありますが、後には市政きっての大物政治

家であります、奥和田先生がトリでありますから、

またいろんな御質問があると思いますが、よろし

くお願いをしたいと思います。

それでは、前置きが長くなりまして恐縮でござ

いますが、御指名をいただきましたので、本市第

４回定例会に当たりまして、既に通告をいたして

おります大綱第８点にわたる質問を行わしていた

だきたいと思います。

まず、現下、我が国を取り巻く内外の環境は、
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極めて激動、激変の中に置かれ、小泉デフレスパ

イラルを招き、構造改革も抵抗勢力の反対で道路

公団を初め、問題先送りであります。今、我が国

はかつてない経済不況と悪化、不良債権処理、拉

致問題など、国家主権を脅かす状況にあります。

また、現国会におきましても、弱者を救済しな

いで、特に配偶者特別控除など税の控除の廃止、

さらにまた一服吸って気分転換をやろうとするた

ばこ税の引き上げ、一杯飲んであすの活力を与え

るという発泡酒の値上げ、まさにサラリーマン、

低所得者、弱者いじめの値上げであると言うしか

考えられません。この値上げによって、年間３０

０万円から９００万円の所得のサラリーマンの世

帯では、年間約６万円から１０万円の支出増と言

われているところであります。

戦後の日本は、自己保身の言いわけに終始をい

たしました。また、デモクラシーの政治を無視を

いたし、経済優先、環境、平和は他国任せ、他人

任せ、その結果として自立、自尊のなさ、自己主

義、利己主義が無責任な社会を形成していると言

っても過言ではありません。有名な福沢諭吉は、

個人の自立なくして国家の自立なしと名言をされ、

まさに我が国の閉塞感を指摘したものであります。

また、今日地方自治体におきましても、行政と

市民の間に距離感ができ、つまり市民は遠いとこ

ろにいるという視点ではなく、供給者、納税者と

して株式会社泉南市のオーナーは常に市民である

という認識を持つことが大事であろうと思います。

また、これからの行政改革の基本は、グローバ

ルスタンダードという時代戦略からまさにニュー

パブリックマネジメントの必要性が求められてい

るところであります。すなわち、それは納税者の

ニーズにこたえる行政手法であり、行政運営が強

く求められているところであります。市民が行政

に対し何も言わない、何も求めないでは、そのま

ちの未来社会は私は終わりだと思います。

私は今、市民一人一人がみずからのまちの未来

を語り合い、平和で豊かな国際都市泉南をどうつ

くり、どう構築していくかということが本市政の

重要な課題であり、そういう環境をつくることが

私どもの責任であると考えるのであります。

私は、以上の認識に立ちまして、具体的に質問



を行わしていただきます。

大綱第１点の質問は、関西国際空港についてお

尋ねをいたします。

昨今の新聞報道を見ますと、どれが真実の記事

かよく理解ができない面があります。特に関西空

港は、１兆５，０００億を抱える事業費、年間３０

０億を超える利子補給の中では、とても諸外国と

の競争は困難ではないでしょうか。

また、関空自体の経営形態は、殿様経営とも言

われております。経営センスを持つ体質改善を図

る必要があるのではないでしょうか。まず、関西

空港株式会社の社長を先頭に会社全体の近代化、

合理化を図るための脱皮が必要と考えるのであり

ます。

具体的には、第２期事業の供用開始についてで

ありますが、この問題は新聞等にもよりますと、

平成１７年供用開始は無理ではないかという話も

ございますし、そういう記事もあります。このこ

とについて本市はどのような理解をしておるのか、

お答えをいただきたいと思います。

空港問題第２の問いは、上下分離方式から民間

委託方式へとチェンジをしたようであります。

具体的には、将来この空港のあり方、形態はど

のようになるのか。関西空港を中心に近畿圏には

３つの空港があります。大阪空港の原点は、関西

空港をつくれば大阪空港を廃止をするという基本

認識、この原点を関西空港の立場から見てどのよ

うにお考えなのか、また本市としてこの大阪空港

のあり方をどう位置づけようとしているのか。国

に対しても、当初の今申し上げました、大阪空港

は公害空港だと、したがって閉鎖をするというこ

とがいまだに廃止をされておりませんし、まして

国際空港格上げという話も出てきているのであり

ます。

また、神戸空港も近いうちに開港されるようで

ありますが、問題は５０キロ圏内に３つの空港が

あるということは、ないよりはいいことでありま

すけども、果たして経済的視点からすると成り立

っていくのかどうかという問題等もございます。

そのような意味で関西空港がどのような形で生き

残っていくのか、もっともっと私ども市民を中心

に、あるいは関係者を中心に議論を深める必要が
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あるのではないかと思います。

あわせて、南ルートの問題でありますが、南ル

ート計画当初の時点では、かなり日本の経済も良

くて、いろんな条件が恵まれておりましたが、事

ここに至って、国家の経済がこのように悪化し、

果たして将来の南ルートを設置することについて

確信を持って私たちは市民にものを言えるのかど

うか、これに対して国の考え方はその後どのよう

な進捗状況をたどっておるのか、御答弁をいただ

きたいのであります。

大綱第２点の質問は、新年度予算についてであ

ります。

平成１５年度の予算構成についての考え方や重

点項目についてお考えがあれば御答弁をいただき

たいと思います。

大綱第３点の質問は、りんくうへ大阪府立大学

移転についてであります。

大阪府は、大学改革基本計画案について検討の

結果、府立３大学の再編・統合など独立行政法人

項目に関する目標システムを策定をしたのであり

ます。その結果、堺市にあります大阪府立大学の

キャンパス及び研究機関等をりんくうタウンに移

転を決定したようであります。

本市は、これらの誘致問題について、今日まで

どのような検討をなされてきたのか、お答えをい

ただきたいのであります。

大綱第４点の質問は、雇用対策についてお尋ね

をいたします。

現在、我が国の雇用状況は、全国平均で５．９％、

近畿地区では７．８％の失業率と言われております。

特に明年、来年卒業する高校、大学生の就職率も

戦後最悪だと言われております。このことに関し、

大阪府におきましても１２万人の緊急雇用対策案

が示されたのでありますが、本市としての雇用対

策は具体的にどのような政策をお持ちなのか、御

答弁をいただきたいのであります。

大綱第５点の質問は、区民センターの建設につ

いてであります。

特に私どもの住む岡田区には、いまだに区民セ

ンターがございません。現在、西信達公民館を区

の事務所として活用をしておるようであります。

したがって、この区民センターを持たない地域へ



の区民センター設立のための施策なり対策という

ものについてどのように考えられておるのか、御

答弁をいただきたいのであります。

大綱第６点の質問は、病児保育問題についてお

尋ねをいたします。

今日、長期不況は勤労市民や社会的弱者、低所

得者の暮らしを直撃をいたしておるものでありま

す。その結果、夫婦共稼ぎの必要に迫られ、専業

主婦からパート労働への依存率が非常に高くなっ

ているのであります。その結果、せっかく就職を

しても子供の病気のため会社を休まなければなら

ないという問題が発生をし、会社は当然人員整理

を行ってやめていただくということになるのであ

ります。

したがって、この病児保育に対する本市の考え

方はどのように考えられておるのか。また、この

問題は全国的に、先般も名古屋市で市民の皆さん

と行政の皆さんが話し合いをしておりましたが、

本市としては、この病児保育に対する本市の基本

姿勢についてどのような考え方を持っておられる

のか、御答弁をいただきたい。

大綱第７点は、合併問題についてお尋ねをさし

ていただきます。

合併問題の期間限定、有効期間は平成１７年３

月でありますが、今後本市の合併問題に対する具

体的な進め方、きのう市長の方から具体的な御答

弁もあったようでありますが、改めましてその考

え方についてお答えをいただきたいと思うのであ

ります。

この合併問題は、どっちかといいますと、地方

分権という視点からそれぞれが力を合わせて地域

の発展を促そうということにあるわけであります

が、この合併問題では何といっても、市長もきの

う御答弁をしていただきましたように、そのまち

の、その市の首長の判断が大きく作用されるので

あります。その次は市民の代表である、御存じの

ように議会であります。

これは簡単に一言に言えるわけでありますが、

実際なかなか大変な問題だと私は認識をしており

ます。場合によれば市長の政治責任が追及される。

こうした意味では、きちっとした合併のためのシ

ステムをつくり出して、市民にきちっと説明ので
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きるような対策、対応が必要ではないかというふ

うに思っております。

合併の手法もいろいろあります。広域合併か、

対等合併か、吸収合併か、いろいろございますが、

本市の場合はどの項に値するのか、考え方だけで

結構でございますので、お示しをいただければあ

りがたいなと思います。

大綱第８点の質問は、住宅問題についてであり

ます。

あと市営３団地については、和解の状況経過及

び内容については事前に説明をいただいておりま

すが、もっともっと具体的にお答えをいただきた

いなというふうに思っておりますが、この問題に

ついては別の議案として上程をされる予定があり

ますから、具体的なことは、その案件、提案の時

点で詳細にお尋ねをしたいと思いますが、大綱に

ついて裁判所等、あるいは本市が了解をした和解

という前提についての考え方だけをお示しをいた

だきたい。

住宅問題第２の問いは、府営吉見岡田住宅の建

てかえについてであります。

先般、助役さんから私的に具体的な建てかえの

資料をいただいて、ありがとうございます。ただ、

私の申し上げたいのは、現在吉見岡田府営住宅は

田尻町側はりんくうにいわゆる建てかえ移転をし

ていく、それから岡田住宅の場合は現状のところ

に建てかえをして、１棟１棟建てかえしながら移

転をしていくと、こういう計画のようであります。

そこで、泉南市側の府営住宅の戸数は、現在の

戸数どおりだということを書かれておるわけであ

ります。私は田尻町の公民館で吉見岡田府営住宅

を初めとする説明会に１回目行きました。そのと

きには府側の説明では、泉南市側も１００戸ほど

増設をしたい、いわゆる１４５戸から約２４０戸

程度のものを建てたいという説明がなされました。

しかし、現状では今申し上げましたように、現在

ある百四十四、五ですか、今、正確にちょっと数

字をつかんでおりませんが、その分の建てかえを

して自動的に移転をしていただくと、こういうこ

となんです。

一方、田尻町側の府営住宅については約１００

戸、現在３４０戸程度あるようですが、これが４



４０戸から５０戸程度のものに増築をして建てか

えをすると、こういう回答になっております。

そこで、私も長い間議論をさしていただいて、

府会議員ではありませんけれども、府営住宅の申

し込み用紙、あるいは府営住宅の申し込み方法等

について、一部の市民の皆さんには助言をさして

いただいてるわけでありますが、特に先月も１１

月３０日で多分、今年度分の府営住宅の申し込み

は打ち切ったと思うんですけれども、その中で私

もう５回も６回も申し込んでるんですけども、た

だの１回も当たりませんという不平不満がありま

す。

そういった意味で、私はできるなら、ちょうど

建てかえの時期でありますから、市営住宅もそれ

なりにふえるということをやれませんし、私はで

きれば樽井の増築のように、岡田にある府営住宅

もこの際多少の増築といいますか、建て増しにつ

いては市の方も要望をしてほしいなと、そんな願

いを持っておるものであります。

以上、甚だ簡単でございますが、演壇からの質

問はこれにて終わりますが、理事者におかれまし

しては、簡潔かつ明確な御答弁を期待をいたしま

して、これで終わります。ありがとうございまし

た。

○議長 （成田政彦君） ただいまの島原議員の質問

に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 島原議員の御質問に私の方

から、新年度予算編成に関することと、市営３団

地問題についてお答えを申し上げます。

まず、新年度予算編成に対する考え方というこ

とでございますけども、来年度予算につきまして

は、まだ査定の段階まで至っておりませんので、

具体の内容については現時点でお示しをするとい

うことはできませんので、考え方だけ申し述べた

いというふうに思います。

本市の財政状況は極めて厳しい状況にございま

して、平成１３年度の普通会計決算は実質収支が

２億５，８００万円の赤字で、平成１０年度から４

年連続の赤字決算となったところでございます。

また、財政構造の弾力性を示す経常収支比率につ

きましては、１００．７％となっております。この

ような財政状況のもとで、多様化する市民ニーズ
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を的確に把握し、さらには新たな行政需要に対応

していくためには、財政構造の改革は必要であり

ます。このため、先般実質収支の黒字転換のみな

らず、経常収支の改善も内容としました財政健全

化計画を取りまとめたところでございます。

平成１５年度の予算編成に当たりましては、本

市の財政事情を十分認識し、これまでの新行財政

改革大綱と同実施計画に加え、財政健全化計画の

理念である財政構造の改革を図ることを基本とし、

行政経費の節減と合理化を進めますとともに、旧

習にとらわれることなく、施策、事業の全般につ

いて見直しを行い、限られた財源の重点的かつ効

率的な配分に努めてまいりたいと考えております。

本市を取り巻く環境は非常に厳しいものがござ

いますが、第４次総合計画でお示ししております

ように、人権、福祉、教育、環境をキーワードに

「水・緑・夢あふれる生活創造都市」を将来像に、

ふれあいのあるまち、生きがいのあるまち、元気

なまち、やさしさのあるまち、安全なまち、活力

のあるまち、快適なまち、個性のあるまちを標榜

しながらこれらのことに配慮して予算編成をして

まいりたいと考えております。

次に、市営３団地の和解の件でございますけれ

ども、長年にわたりまして、所有権移転登記手続

請求控訴事件として裁判所での係争を行ってまい

りましたが、今回裁判所の和解仲裁によりまして、

原告、被告双方において６回の話し合いのもと、

和解を前提として協議を重ねた結果、追加議案で

お示しのとおり、和解条項案に基づきまして１２

月４日和解することとなりました。

内容につきましては、議案書にも上げさせてい

ただいてるかというふうに思いますが、１つは、

被控訴人――我々でございますが、控訴人に対し、

平成１５年３月末日限りで控訴人１名につき和解

金として１２７万円を支払うと。ただし、議会の

承認時期によって繰り上げ支払いは可能とすると

いうものであります。

２つ目は、控訴人ら、要するに原告でございま

すが、及び利害関係人らは、被控訴人に対し、別

添の賃料目録記載の金員を支払う義務のあること

を確認する。すなわち家賃でございます。支払い

方法について一括もしくは双方協議の上、分割払



いも可能とするとするものでございます。

３つ目としましては、本件住宅関係の整備につ

き、今後当事者間で協議するということでござい

ます。

４つ目としまして、控訴人らはその余、それ以

外の請求を放棄するというものでございます。

５つ目として、訴訟費用及び和解費用は、１、

２審とも各自の負担とするということで和解をし

たところでございます。

議案審議の方で議案を上程いたしますので、何

とぞよろしく御理解を賜り、御議決賜りますよう

にお願い申し上げたいと存じます。

○議長 （成田政彦君） 梶本総務部参事。

○総務部参事（梶本敏秀君） それでは、私の方か

ら１番目の関西国際空港に関する件、それと３番

目の府立大学の移転に関する件について御答弁さ

していただきます。

まず、１点目でございますけども、２期事業に

ついてのことでございます。

この関西国際空港が国際拠点空港としての機能

を発揮して期待された役割を果たしていくために

は、平行滑走路を整備する２期事業を着実に推進

していく、これが不可欠であるともともと考えて

おります。

ちなみに、２期事業につきましては、平成８年

の着工以来工事は順調に進んでおりまして、平成

１４年度末の予算ベースで進捗率が約７０％とな

る見込みでありまして、２００７年の供用開始に

向け着実に進捗しているところでございます。

それと、また平成１５年の関西国際空港事業に

係る概算要求におきましても、予定どおり２期事

業を推進するための要求になっておりますので、

これが年末の財務省の査定、この辺のところに注

目してまいりたい、このように考えております。

それと、最近出されました国土交通大臣から諮

問されています交通政策審議会航空分科会の最終

答申におきましても、早期の平行滑走路供用を目

標として予定どおり工事を着実に推進すること、

経営改善につながる条件整備を行うなどが表記さ

れております。また、昨年の財務、国土交通両大

臣の合意とあわせまして、２期事業が２００７年

の供用開始を目指して整備が着実に進むものと、
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このように認識しているところでございます。

続きまして、議員の方から大阪空港のことにつ

いても御質問あったかと思います。大阪国際空港

の件でございますけども、これには関西国際空港

を建設するときの航空審議会の答申に始まるかな

というふうに思っております。当時は大阪国際空

港の廃止を前提として関西国際空港が立地されて

きている。それと、当時はやはり環境問題とか、

空港需要への対応はその後関西国際空港がすべて

担うというふうに認識していた時期がございまし

た。その後、伊丹空港の関係者、大阪府、国等で

議論をされ、現在は国内線の基幹空港として機能

されているのが実情でございます。

ただ、最近、空港整備部会の中でも大阪国際空

港のあり方について論争されておりまして、この

中では、関西の空港容量に余裕があるのであれば、

関西国際空港の整備の決定に至る経緯などにかん

がみると、改めて圏域内の空港の役割分担を図り、

大阪国際空港における航空機騒音の影響を軽減す

る方向に重心を移していくべきではないかという

ふうな総論を得ているところでございます。

その上で、最近では大阪国際空港の位置づけの

変更、それとか発着枠の縮小、また環境対策費の

負担など、いろいろな形で検討されているところ

でございます。この辺につきましても、関西国際

空港の根幹にかかわるという問題でもございます

ので、今後とも注意深く見守ってまいりたい、こ

のように考えております。

続きまして、関西国際空港の経営形態につきま

して御質問あったかと思います。この件につきま

しては、これも先般の交通政策審議会、この中で

最終答申の中で出ております。国際拠点空港です

から、成田、関空、中部、これを合わしまして、

それぞれ運営は単独民営化という１つの大きな方

針がございます。

その中で、関西国際空港でございますけれども、

どのような形で持っていくかということでござい

ますが、現在の株式会社形式でございます、民間

も出資する株式会社として現在設立されておりま

すので、この形態を維持しつつ、将来完全民営化

を目指すことが適切であるとされてます。

その際には、海上空港であり、巨額の用地造成



費を要しておりますために、過大な有利子債務を

有していることから、将来の完全民営化に向け、

経営改善につながる条件整備を行うことが必要で

あるという形でございます。といいますのは、そ

ういうふうな財政的支援を行うことによって経営

を安定さし、将来的に民営化を進める、このよう

な形がいいんではないかという形で、今回の答申

がなされたところでございます。

続きまして、南ルートの件でございます。

南ルートにつきましては、御存じのとおり、平

成１２年、１３年の２カ年にわたりまして、国、

大阪府、和歌山県、泉南市、和歌山市、関空会社

の６者が共同して関西国際空港周辺地域交通ネッ

トワークに関する調査、これらを実施しまして、

南ルートを含む交通ネットワークが地域に与える

影響について調査分析いたしました。そして、こ

の調査の中で南ルートが関西国際空港連絡施設の

代替機能を持った施設であり、広域交通ネットワ

ークと一体的な整備を進めることにより、一層の

効果が得られることが判明いたしたところでござ

います。

このような中で、我々の方といたしましても、

平成１２年から大阪、和歌山両府県の自治体５市

８町によります関西国際空港連絡南ルート等早期

実現期成会を設立いたしまして、整備に向けた研

修会、それとか中央要望などを活発に展開してい

るところでございまして、先月も２０日の日に国

土交通大臣を初め副大臣、政務官に面会さしてい

ただきまして、南ルート等の要望を行ってきたと

ころでございます。

今後は、昨年の調査により、南ルートの必要性

が広く認識されてきたものと理解しておりますの

で、今後は調査に参画された関係機関を中心に情

報交流を積極的に進めて、南ルートを初めとする

交通ネットワークの早期整備に向けて努力してま

いりたい、このように考えておりますのでよろし

くお願いします。

最後に、大阪府立大学移転に関する件でござい

ます。この府立大学の移転につきましては、去る

１１月２６日に府立大学評議会が開催され、同大

学農学部と大学院農学生命科学研究所がりんくう

タウン北地区に移転することが望ましいという判
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断を示されたということでございます。同学部と

研究所は、平成１７年度に組織再編を想定してお

りまして、バイオテクノロジー、バイオサイエン

ス及び環境科学に対応するため、新たに生命環境

科学部、生命環境科学研究所に再編される予定と

聞いております。

りんくうタウンの土地利用につきましては、昨

年８月に取りまとめました活用方針におきまして、

環境技術やナノテク等の先端技術を生かした今後

の成長分野産業の重点的な集積を図ること、また

国に提案しました国際交流特区構想におきまして

も、生物・環境系産業の集積を目指すとの観点か

ら先端技術開発が促進されるよう研究開発等に関

する規制改革を提案しており、常々企業や研究機

関等の立地促進を目指してきたところでございま

す。このような中で、今回府立大学と企業局との

考え方が一致したものと、このように聞いており

ます。

なお、移転用地としてはりんくうタウン北地区

のりんくうタウン駅周辺というふうに聞いており

ますので、よろしくお願いしたいと思います。

以上でございます。

○副議長（市道浩高君） 油谷市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（油谷宗春君） 雇用対策につ

いてお答えを申し上げます。

依然として続く経済の低迷とそれに伴う将来の

不安の増大、少子・高齢化の急速な進展による生

産年齢人口の減少、ＩＴ化、グローバル化等に伴

う仕事の方法やスタイルの変化など、社会経済情

勢は大きく変化している現況下にあります。平成

１４年１０月での完全失業率は全国で５．５％、近

畿では７．２％、大阪府下では７．６％であり、また

泉佐野管内での有効求人倍率は０．５６倍で、両指

標とも全国平均より悪く、近畿、大阪府域の雇用、

失業は依然として厳しい状況下にあります。

このような中、行政といたしましては、その地

域の実情に応じた効果的、効率的な雇用・就労施

策を講じなければならないという認識に立って、

国、大阪府との連携、協力のもと、推進をしてま

いりたいというふうに考えております。

一方、市内への進出企業につきましては、関係

する部局並びに商工会と情報提供等を密に一層の



連携強化を図り、また地域振興課に事務局を置き

ます泉南市事業所人権連絡会の会員事業所の労務

担当者などに今後とも雇用問題等についての要請

を行い、１人でも多くの離職者の雇用、就労の創

出ができるよう努めてまいりたいと思いますので、

よろしくお願いを申し上げます。

○副議長（市道浩高君） 大田健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） 私

の方から、区民センター問題に関する件と病児保

育に関する件について御答弁申し上げます。

まず、区民センターの関係でございますが、御

質問の区民センターにつきましては、御指摘のよ

うにある区とない区がございます。ただ、ある区

については区が独自で建設されたと聞いてござい

ます。

集会所につきましては、現在健康福祉部関係で

は、生活福祉課でその他集会所として所管してお

ります集会所が２１カ所、高齢障害福祉課で所管

しております市立の老人集会場が２５カ所ござい

ます。その他集会所につきましては、ほとんどが

開発に伴い移管を受けたもので、維持管理等は地

元で行っていただいておるところでございます。

なお、その他集会所につきましては、改修等の助

成として２００万円を限度として２分の１を助成

する制度がございます。

区民センターについての基本的な考え方という

ことでございますが、現在区民センターの位置づ

け等具体的なものがございませんので、今後の検

討課題としたいと考えておりますので、よろしく

御理解のほどお願い申し上げます。

次に、病児保育に関する件でございます。

保育施策を推進する上で今日求められている保

育ニーズの中で、仕事等の社会活動と子育て等の

家庭生活の両立を容易にするための負担感を緩和

し、安心して子育てができるための環境整備を総

合的に推進するために、特別保育事業の充実に努

めているところであります。これまでの保育実践

において、特別保育事業として延長保育を初め、

乳幼児促進保育、障害児保育、家庭支援推進保育、

地域子育て支援センター事業などのさまざまな取

り組みを行っております。

議員御質問の病児保育につきましても、多様化
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する今日、求められている保育ニーズの１つであ

ることは十分に認識しておりますが、この保育の

実践におきましては、実施施設の指定基準として

保育室や利用者１人当たりの面積要件や観察室、

または安静室等の乳幼児の静養または隔離の機能

を持つ部屋等の病後保育に必要な整備が必要であ

ります。

また、派遣方式においても実施場所としては、

児童福祉施設や医療機関等の余裕のスペースのほ

か、児童宅や保育士宅で実施されることから、事

故防止や衛生面を配慮した病気回復期の乳幼児の

養育に適した場所の確保等、一定の条件整備が必

要であります。

この保育の実践につきましては、今申し上げま

した条件整備の整理と手法等に十分な検証が必要

でありますので、今後の検討課題とさせていただ

きたいと考えておりますので、よろしく御理解の

ほどお願い申し上げます。

以上でございます。

○議長 （成田政彦君） 中谷総務部長。

○総務部長 （中谷 弘君） 合併問題に関する件に

ついてお答えをさしていただきたいと思います。

先般、議員各位にお示しをいたしました本市を

含みます泉佐野市以南の３市２町で構成いたして

おります泉州南広域行政研究会におきまして、市

町村合併に係る調査研究中間報告書を作成いたし

ております。

今回お示しをいたしたものは中間報告というこ

とで、３市２町の地域の現況や行財政の現状など

今後議論を進めていく上での基礎的な資料となっ

ておりますが、来年３月をめどに本地域における

合併の意義や効果、そして合併に伴う課題などの

議論を重ね、最終報告書を取りまとめてまいる考

えでございます。

もとより市町村の合併は、地域の将来や市民の

皆様の生活に大きな影響を及ぼす事柄でありまし

て、市民の皆様とともに本市、ひいては本地域の

将来のあり方を見据えながら、市町村の合併につ

いてともに考え、議論を深め、自主的、主体的に

判断することが基本であろうと認識をいたしてお

ります。

そのためにも、来年３月をめどに取りまとめて



まいります最終報告書をもとに情報提供に努め、

来年度の早い時期より住民説明会などを開催して

まいり、市民の皆様と議論を重ねて、意向把握に

努めてまいります。

現行の市町村合併の特例に関する法律は、平成

１７年３月３１日を法期限とする時限立法であり

まして、その法期限までの期間も２年少しであり

ます。市町村合併の議論は、地域の未来を考えて

いくために不可欠でありまして、今後とも広域合

併問題対策特別委員会等への報告なりお諮りもい

たしまして、周囲の皆さんとともに本市の将来に

ついて考えてまいりたいというふうに考えており

ます。

それと、議員言われました合併の形態というこ

とでございますけれども、形態としては新設合併、

いわゆる対等合併と編入合併、これはいわゆる吸

収合併というものでございますけれども、これに

ついてはまだまだ議論がもう少し先の話でござい

まして、合併協議会等が設立された中で、実態に

かかわる基本的な事項として合併の方式が入って

るわけでございますけれども、その中で十分議論

はしていって、新しい市の名前にするのか、また

は編入合併にするのかという議論は、その中でや

るべきだというふうに考えております。

以上でございます。

○議長 （成田政彦君） 楠本都市整備部長。

○都市整備部長（楠本 勇君） 私の方から、住宅

問題の府営住宅問題につきましてお答えいたしま

す。

府営吉見岡田住宅につきましては、大阪府から

の報告を受けております内容としましては、建設

戸数は１４４戸で現戸数と同戸数で建てかえをす

るとのことでございます。

工事予定としましては、第１期工事として、平

成１６年３月から平成１７年７月末を予定してお

り、４階と６階建ての住棟１棟５７戸を海側に建

築し、第２期工事は未定ではありますが、８階建

て住棟１棟８７戸を山側に建築するということで

ございます。

また、現在の駐車場につきましては、新たな駐

車場を建築する間、りんくうの空き地に仮設置を

するということで御報告を受けているところでご
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ざいます。

なお、御指摘の建設戸数につきましては、現在

１４４戸の計画でございますが、今後大阪府に対

しまして、少しでもふやしていただけるよう要望

してまいりたいと、このように考えております。

○議長 （成田政彦君） 島原議員。

○１６番（島原正嗣君） もう時間もあと１５分し

か残っておりませんから具体的な質問はできませ

んが、まず意見等を付しまして申し上げたいと思

います。

関西空港は、今御答弁をいただいたんですけど

も、この平成１７年の供用開始というのは、具体

的には努力目標としてはそういうことになると思

うんですが、きちっと１７年の４月なら４月に供

用開始ということは併記せずという報道等がある

わけですが、間違いなく平成１７年に供用開始で

きるのかどうかという確認もしておくことが大事

であろうと思うんです。

私、なぜそれを言うかといいますと、泉南市と

いうのは、どこの市よりも関西空港問題について

は行政、議会挙げて勉強し、行動してきた経過が

あるわけですよね。そういう観点から、このこと

についてもきちっと話をしておくということが大

事じゃないですか。

私、そういうことが新聞等によりますと、平成

１７年の供用開始というのは明記せずという新聞

報道がございますよ。だから、もう上下分離方式

にしても、あるいは将来民間空港とするような形

にしても、これはまた時間が相当かかるんだと思

うし、これだけのお金を大阪府だけで負担すると

かいうことは、なかなか地方自治体としてはなり

得ないことですから、そういうことも含めて、も

っともっと関西空港の当初の公有水面埋立法に基

づいた本市議会の賛成決定決議、このことをやっ

ぱり重く受けとめて、きちっとした私は対応をし

ていく責任があるのではないかと思います。

それと、南ルートの方も熱心に行政側の陳情は

かなり進んでいるようですけども、先般の空港委

員会でも議会の動き方というのは、ただ行政の結

果を聞くだけで、委員会としては行動してないじ

ゃないかという御批判もありますし、私どもも委

員会で相談をして陳情にも行かなきゃならんとい



うような形にもなると思うんですけども、行った

ところで話にならんというんでしたら、これもう

むだなことですから、ただ、国の経済状況からい

って、２期事業の経過からいって、南ルートとい

うのは、それは随分と我々きんさん、ぎんさんま

で生きればいいんですけれども、その保証はでき

ないのではないというような気もいたしますが、

これはきちっと市長、泉南市の方が計画を立てて

要望したわけですから、詰めることはきちっと国

とこの関係も詰めてほしいなというふうに思いま

す。

そういった意味で、大変この南ルートの問題に

ついても努力をしないと、このままでは私は恐ら

く可能性としては非常に薄いものではないかなと

いうふうに思いますよ。

それから市長、新年度の予算、まだ調整段階だ

けということでございますけれども、ただ私も長

い間議員さしていただいてるんですが、行政の方

で出と入りのお金大体わかってますから、今も御

答弁いただいたように、今年度の赤字は幾らとい

うのはちゃんとわかるんですが、それはそのこと

で正確にやっていただいてるんですから結構です

が、ただ一議員として、予算編成前に各会派、各

党派があるわけですから、その考え方を私は事前

に聞いてほしいなというような考え方を持ってま

す。

この前も何か事前に説明をすると、こういうこ

とで各会派・党派に呼びかけがあったようですけ

れども、私は基本的にその１つの文書にして、こ

れほとんど中を修正するとか変えるということは

困難でしょう。そういう意味で次年度、新年度の

予算を立てるときには、当初予算の編成までに、

私は住民の代表は市議会ということになってるわ

けですから、各党派、各会派の御意見を聞いて予

算編成をしてほしいなと、そんな思いを持ってお

ります。

それはピンからキリまで議会の言うことを聞け

というんじゃないですけども、それぞれ地域のこ

とがありますし、いろんなそれぞれの議員さんの

思惑というものもありますから、できることとで

きないことがありますけれども、もっとこれから

そうしたシステムをぜひひとつ実現してほしいな

－９４－

というふうに思います。これは意見にかえておき

たいと思います。

それと、りんくうの大学の移転の問題ですが、

これは駅に近いところに移転をする場合すると、

こういうことですから、恐らくこのままだと泉佐

野市に全部りんくうの付近か、あるいは日根野駅

付近にとられてしまうというような気がいたしま

す。

そういった意味では、まだ最終決定してないよ

うですから、泉南市の方も助役さんも大阪府から

来られておるんですから、何とかいう、イオンと

かいうスーパーのことも大事ですけれども、こう

いう泉南は特に文化不毛の地というような御批判

もあるようでありますから、ぜひ市長を先頭に研

究所の１つでもいいし、あるいは今言われた農学

部でもいいし、人間科学部ですか、工学部ですか、

そういう新しい学部の新設も含めて、もう一度大

阪府にも要請してほしいなというような気がいた

します。

雇用問題も今御答弁いただいたんですが、かな

り詳しくペーパーに書いていただいて御答弁をい

ただいたんですが、私の聞きたいのは、行政とし

て雇用対策本部なり雇用対策室というものを設け

ていただいて、それぞれ６万５，０００ほど市民が

いてるわけですから、来年卒業する高校生とか大

学生の問題もありますし、中高年齢層の失業率と

いうものもあります。

そういった意味では、もっともっと具体的に予

算化をしていただいて、雇用対策のあり方という

のを泉南市域の商工会なり、あるいは企業経営者

なり、お話をしていただいて、できるだけ地元の

方々を採用できるような環境づくりをしてほしい

なと、そんな思いでいっぱいです。ですから、そ

のことを私は申し上げておりまして、大阪府との

話し合い、あるいは安定所との話し合い、これも

当然やっていただいてるわけですから、そのこと

自体は大変結構なことですけれども、もっと積極

的に雇用創出について、１つの雇用対策を運動で

きないだろうかという思いをいたしております。

それから、区民センターの問題ですが、自分の

ところのことばかり言うようですけれども、岡田

地区は御存じのように何十年もそういう区民セン



ターなるものはありません。今後、今公民館使っ

て、一時委員会でも問題になったように、やっぱ

り公民館と区民センターは違うわけでありますか

ら、一定区長さんなり、地域のお考え方がどうか

わかりませんけれども、私は単純に考えて、人口

も大方６，０００人ぐらいおると思うんですが、区

民センターに対する配慮を是非してやってほしい

なというふうに思いますので、検討するというこ

とですから、一回、大田部長御答弁いただいたよ

うに、何らかの方法で区民センターの実現に協力

をしていただきたいというふうに思います。

病児保育の関係ですが、これも新しい、従来か

らあるわけですけれども、このように不景気にな

りますと、先ほど申し上げましたように、それぞ

れの家庭を預かってる方が専業主婦でおられない

という家庭状況もありますし、生活実態もありま

す。そういった意味では子供を預けてパートに出

ながら、子供が病気するので二、三日休んだら、

明くる日行ったらもうやめてくれと、こういうふ

うなことを私もちょこちょこ聞きます。

そら経営者としては、パートといえども常用と

同じように仕事に当たってもらうわけですから、

そういう期待をして雇ったのに長いこと休まれる

と、こういうことでいろんな矛盾があるようです

が、ぜひひとつ病児保育についても近代的な本市

としてのあり方をきちっと精査してほしいなとい

うふうに思います。

それから、この合併問題ですけれど、泉南も前

議長いろいろ御努力していただきまして、とにか

く任意の合併問題特別委員会を設けようというこ

とで設けていただきました。その間、私に皆さん

代表をやれと、こういうことでしたんですけれど

も、法的な合併特別委員会にしていただきたいと

いうことでお願いをして、おかげさまで市長も御

存じのように立ち上げたわけであります。

ですから、私は、私の心の中も絶対賛成ではあ

りませんし、絶対反対でもありません。ただ、考

えますと、１万人の人口でも地方自治は地方自治

なんです。１０万人でも自治は自治なんです。だ

から、それなりの人口に応じた自治の運営の仕方、

地方自治のあり方というのはあると思うんです。

だから、合併する方が必ずしもええんだという具
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体的理由は何もない。合併しない方がいいという

理由もない。ただ問題なしに今までのとおりでい

いやないかというのが、今のところ私は泉南市民

の６割、７割の方々の意見だと思うんですね。

なぜ合併なのかということをきちっと市長さん

が前回の選挙にも公約したと、こういうことであ

りますから、それを実現するための最善の努力は

せないかんと思うんですけれども、もっとやっぱ

り具体的なあり方というものを議会も理解し得る

ような、市民も理解し得るような形でやっていた

だきたいなというふうに思います。

淡路島でも町長がやめなきゃならないようにな

って、この前選挙があったようですが、淡路町と

それから周辺の町村との合併、洲本市は入れんと、

こういう反対派との争いがあったようであります

が、この合併問題というのは、田尻町にしてもい

ろいろ聞いてますけども、かなり問題があるよう

に思うんですが、その合併の意義をきちっと明確

にして、泉南市は泉南市としての意義をきちっと

整理しておく必要があるのではないかと思います。

国からの一定の合併に対する補償金、補助対象

というものがあるようですけれども、これは全体

の自治体の合併で、国にしても数千億という金が

必要になってくるんですよ。果たして、今の国家

財政の中でそれだけのものが組めるかどうかとい

うことも私は１つの疑問だと思います。

いずれにしても、平成の大合併ということで地

方分権のあり方を含めての問いでありますから、

それに我々はどう答えていくかということは、き

ちっとした結論を出さないかんと思いますけれど

も、時には国にも逆らう行政としての基本的な理

念は必要ではないか。すべて国の言うことがオー

ルマイティーではなしに、やっぱり地方分権とい

う主体性を生かして、泉南市をどんなまちにする

んかということは、市長が一番知ってるわけです

から、私は議会も同意できるような方向で最善を

尽くしてほしいなというふうに思います。

それと、あと１点だけ、先ほども言いましたよ

うに、市営住宅の裁判の関係の資料をいただいて

るんですが、私もちょっとわからないところがあ

るんですけれども、１つは、１２７万円に対する

この和解金というのは、この積算基準は一体何に



基づいたのかという説明がちょっと今のところ―

―議案提案として出すわけですからそのとき言わ

れると思うんですが、ちょっとどうかなと。

それと、本住宅関係の整備については、今後当

事者で話し合いをせいと、こういうことでありま

すが、私はもう最初に申し上げてありますように、

やっぱり市民と行政が争うというのはいかがなも

のだろうかということを再三申し上げてまいりま

した。そういった意味では、やはり和解というこ

との条件をのむ限りには、午前中の質問者、松本

さんですか、答えていたようですけれども、建て

かえをするんだということが前提なのか、あるい

はもっといい方法というんですか、具体的にどん

なことかわかりませんが、いずれにしても、これ

従来提訴されました地権者からの権利の問題は放

棄をすると、こういうことですが、そこらあたり

をどう――そういうことになりますと、結局払い

下げはもう全然なしということの認識をされてる

のか。ここらあたりの関係をもう少しできればお

答えをいただきたいと思うんですが、いかがなも

のですか。

○議長 （成田政彦君） 向井市長。

○市長（向井通彦君） この和解調書にもあります

ように、訴訟に至った所有権移転請求事件、これ

については取り下げるといいますか、ということ

は確定すると、こういうことになるわけでござい

ます。

したがって、そのこと以外といいますか、全く

そういうことということじゃなくて、違う形での

解決ということを今後当事者間で協議していくと

いうことになるというふうに思っております。

○議長 （成田政彦君） 島原議員。

○１６番（島原正嗣君） ５２分ですが、言うてる

間にどんどんたっていきますが、できればもう３

分ほどおまけしてほしいんですが、またいろいろ

と批判されるから言いませんが。

これは定借の場合なんかは、いろいろ方法があ

ると思うんですが、居住者の年齢制限とかいうふ

うな形もあるようには聞き及んでるんですけども、

これは居住者の年齢に関係なしにそういう形でや

られるのかどうか、また本会議で出ると思います

んで、ひとつ検討願いたいというふうに思います。
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もうあと１７秒です。秒読み段階に入りました。

今年もまた、あとわずかでございますが、どうぞ

皆さんにおきましては、よい年をとられますよう

に心から祈念をいたしまして、私の一般質問を終

わらせていただきます。ありがとうございました。

○議長 （成田政彦君） 以上で島原議員の質問を終

結いたします。

次に、８番 奥和田好吉君の質問を許可いたし

ます。奥和田君。

○８番（奥和田好吉君） 皆さんこんにちは。ただ

いま議長のお許しを得ましたので、平成１４年１

２月度の悼尾を飾って、一般質問のトリを務めさ

していただきます。

９０年代の初頭、世界の企業家の目がＩＢＭに

注がれた。それまで超優良企業として世界に君臨

してきたＩＢＭが、創業以来初めて、しかも巨額

の赤字を計上したのである。そのとき最高経営責

任者として迎えられ、見事再建を果たしたのが現

在のＩＢＭ会長ルイス・ガースナー氏である。そ

の彼が日経新聞に一文を寄せている。題して、指

導者の条件。その中で、優れた組織とは、管理運

営されるものではなく、指導者によって導かれて

いくものとし、指導者の条件の１つにコミュニケ

ーション能力を挙げている。指導者は正直に、頻

繁に、しかも喜んで、相手の知性に敬意を払いな

がら、正直に意思表示していくことが重要であり、

自分の真意をあいまいにごまかす表現、二枚舌は

決して使うべきではないと言っております。指導

者に何よりも不可欠なのが情熱であり、すぐれた

経営者は強烈な情熱を持ち、それを示し、行動し

ていくことが大事である。仮にも自分の会社の弱

点ばかり挙げ、愚痴をこぼしている管理者のため

に働きたいと思う人がいるだろうか、とも言って

おります。

そこで、大綱６点にわたって質問申し上げます。

初めに、国民健康保険事業についてお伺いいた

します。

第２号被保険者における国民健康保険税への介

護保険分が上乗せされ、収納率の低下が言われて

いる中、今年度から介護保険分が増額されました。

また、国より求められる介護保険分の負担は毎年

増額されると伺い、さらに来年は健康保険税の税



の改定時期にも当たります。長引く経済不況の中

で、会社をリストラされた方が加入するのも国民

健康保険であり、泉南市で約１割の方が国民健康

保険税を滞納または払えない状況にあります。こ

れからどのようにして収納率を上げるかが課題と

なります。

また、被保険者証のカード化については、政府

は住民基本台帳が整ってから健康保険証を従来の

世帯としての保険証から個人カードに変更する意

向を示しております。将来的に個人が今までどの

ような疾病にかかり、どのような治療を受けてき

たのかがデータとして掌握でき、医療現場に的確

な情報が提供されることになると言われておりま

す。しかし、このカード化については、医療保険

全体の課題であり、国民健康保険だけが整備をさ

れても整備が進むわけではありません。他の健康

保険等との共同歩調が必要であり、ハード面での

医療機関との話し合いも必要となります。

そこで、お伺いいたします。

１つ目、介護保険開始により、年度ごとに１世

帯当たりどれぐらいの負担増になっているのか。

２つ目、国民健康保険税の収納状況と滞納者の

実態について。

３つ目、今後の収納率向上策をどのように考え

ているのか。

４つ目、健康保険証が個人カード化される時期

とそのメリット、さらに今後の課題について。

５つ目、国保税の納入回数をふやせないかとい

うことであります。国保税は、条例準則において

は年４回の分割納付が基本でありますが、条例で

その回数は各自治体ごとに決定できることになっ

ております。泉南市では、現在１０回の分割納付

をしておりますが、中核市の中には年１２回の分

割納付を実施しております。同じ金額を納付する

にしても、１２回分割では１０回に比べ１回の負

担率が軽減されます。当局の事務量による負担は

ふえますが、収納率を向上させるためには、市民

が少しでも国民健康保険税を納入しやすい環境づ

くりが必要と考えます。そこで、泉南市において

も国保税を現在の１０回納付から１２回納付へと

分割回数をふやすことはできないか、お聞かせ願

いたいと思います。

－９７－

６つ目、介護保険料の見直しについてお伺いい

たします。

平成１２年４月から介護保険制度がスタートし

ましたが、日本にとって初めての事業でもあり、

さまざまな問題や心配事がありましたが、介護保

険料についても当初から３年後に見直すとの条件

で料金が設定されました。本市の保険料の基準額

は３，３５０円と決定され現在に至っておりますが、

新聞報道では、厚生労働省が来年４月に見直す予

定、事業主体の市町村は１０月までに最終的なサ

ービス料を見込み、来年１月ごろに確定するとの

ことですが、本市においては平成１５年度の見直

しについてどのように考えておられるのか、スケ

ジュールと予定金額をお聞かせ願いたいと思いま

す。

７つ目、母子健康手帳についてお伺いいたしま

す。

本年４月から１０年ぶりの大改正となり、母子

のメンタルケアが重視されると同時に、手帳の表

紙に両親の名前を併記し、父親の育児参加を促す

内容が充実されると聞き及んでおります。特に中

身の市町村任意記載事項については、乳幼児突然

死症候群や揺さぶられっ子症候群の予防やチャイ

ルドシートの利用など、子育て情報満載の内容に

していただきたいと思います。その取り組みにつ

いてお聞かせ願いたいと思います。

次に、環境型社会への施策についてお伺いいた

します。

地球環境の保全を重視した環境型社会の実現へ

向けて各自治体がその地域の特色を生かした取り

組みを実施し、大きな成果を上げております。

当市においてもＩＳＯ１４００１の認証を早々

と獲得し、生ごみ処理機購入助成や資源ごみ分別

収集及び廃プラスチックの回収など、環境型社会

実現に向け着実に効果を上げておられ、その御苦

労に感謝申し上げる次第であります。

そこで、お伺いいたします。廃棄処分になる自

転車のリサイクルについてお伺いします。この問

題については何度も取り上げておりますが、進捗

状況をお聞かせ願いたいと思います。

２つ目、太陽光発電などの新エネルギーの普及、

いわゆる太陽光発電システムへの補助金導入につ



いてお伺いいたします。

国の本年度の予算の中にも地方自治体が新エネ

ルギー供給、脱温暖化構造改革補助金が盛り込ま

れております。このように国としても新エネルギ

ーの普及に対して、積極的に推進しようとの姿勢

がうかがわれます。泉南市として市民に対して、

温暖化対策に対する新エネルギーとしての太陽光

発電システムの啓蒙普及に努めていただきたい。

また、住宅用太陽光発電システム設置への補助金

制度導入を検討していただきたいと思いますが、

当局の御所見を賜りたいと思います。

次に、ふれあいコール事業についてお伺いいた

します。

この問題については、９月度の本会議でも決算

委員会でも取り上げ、事業を進めたいとの話であ

りましたが、現在の進捗状況をお聞かせ願いたい

と思います。

次に、教育問題についてお伺いいたします。

学校施設の耐震補強についてでありますが、１

９９５年１月１７日阪神淡路大震災を教訓にして、

公共施設を中心に各自治体での耐震対策が進めら

れておりますが、消防庁は昨年度学校施設を初め

とする全国の公共施設の耐震性に関する実態調査

を実施いたしました。

今、不安が指摘されているのは、昭和５６年の

建築基準法の改正以前に建てられた建物でありま

す。泉南市では、現在幼稚園９園、小学校１１校、

中学校４校であります。緊急避難場所として指定

されている建物について、１４年度までに改修の

終わった学校名と、いまだ耐震診断や耐震補強が

されていない学校名をお聞かせ願いたい。そして、

平成１５年度予算にはどの学校を予定されている

のか、今後の全計画を含めてお聞かせ願いたいと

思います。

２つ目、図書館の廃棄図書のリサイクルについ

て、この問題についても何度も取り上げておりま

すが、前向きの答弁をお聞かせ願いたいと思いま

す。

３つ目、泉南市の図書館の閉館が５時までと大

変利用しにくい状況との苦情が多数ありますが、

見直す考えがあるのかないのか、お聞かせ願いた

いと思います。

－９８－

４つ目、生涯学習出前講座の実施についてお伺

いいたします。

泉南市の生涯学習の一環として、まちづくり出

前講座等いつでもどこでも学習活動ができる市民

サービスを提供していただきたいと思いますが、

当局の御所見を賜りたいと思います。

次に、学校給食センターについてお伺いいたし

ます。

１つ目、アレルギー除去食の対応についてお聞

かせ願いたい。

２つ目、調理くずや食べ残しのリサイクル事業

についてお伺いします。

３つ目、給食センターの使用済みてんぷら油の

リサイクル化をどう考えていくのか、お聞かせ願

いたいと思います。

４つ目、中学校給食実施に向けての対応をお聞

かせ願いたいと思います。

最後に、美化条例制定についてお伺いいたしま

す。この問題についても平成８年、平成９年、平

成１０年、平成１４年度と取り上げてまいりまし

たが、その後の進捗状況をお聞かせ願いたいと思

います。

以上で壇上の質問を終わりたいと思います。残

りの時間は、自席でいたしたいと思います。

○議長 （成田政彦君） ただいまの奥和田議員の質

問に対し、理事者の答弁を求めます。向井市長。

○市長（向井通彦君） 私から、循環型社会への施

策についてのうちの住宅用太陽光発電への補助に

ついて御答弁を申し上げます。

御質問にありますように、石油を初めとする化

石燃料は、従前より主要なエネルギー源として消

費され、地球温暖化の一因とされている現在にお

きましては、二酸化炭素の排出抑制や、また石油

依存度の低減に極めて有効な手段として新エネル

ギーの導入があり、その中でも太陽の熱を有効に

利用する太陽光発電は、無限でクリーンなエネル

ギーとして今後その活用が期待されております。

本市におきましては、従来からソーラー時計、

これは俵池公園、それから市役所前の垂直緑化の

時計、花時計に既に導入いたしております。それ

と、あいぴあ前のソーラー時計、そして牧野公園

のソーラー時計に使っております。それと、牧野



公園では初めてソーラー照明をつくっております。

それで、今稼動しているわけでございます。

さらに、本年度におきましては、今建設中の砂

川老人集会場におきまして、当初から屋根に太陽

光発電システムを導入を今いたしてるところでご

ざいます。また、大阪府にお願いいたしまして、

紀泉ふれあい自然塾の管理棟の屋根にも既に導入

をされております。

そして、去る今年の２月に策定いたしましたこ

の新エネルギービジョン、この中にも施策メニュ

ーとしての位置づけもって、市民向け太陽エネル

ギー導入の普及、啓発、支援を提言いたしまして、

普及促進のため優遇措置を検討するといたしてお

ります。

さて、太陽光発電システムの設置に係る補助金

制度といたしましては、住宅用太陽光発電導入促

進事業として、財団法人新エネルギー財団、いわ

ゆるＮＥＦがその設置費の一部について補助を行

う制度がございます。また、国の補助制度への上

乗せ補助として実施あるいは独自の補助制度を実

施している自治体がこの周辺では和歌山県下、京

都府下にございます。

本市といたしましても、この策定いたしました

新エネルギービジョンの内容に沿って、今後その

助成のあり方、内容等を十分調査いたしまして、

実施の方向で検討を加えていきたいと考えており

ますので、御理解賜りたいと存じます。

○議長 （成田政彦君） 大田健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長（大田 宏君） 奥

和田議員の質問、多岐にわたっておりますので順

不同となりますが、よろしく御理解のほどお願い

申し上げます。

まず、介護保険事業でございます。

介護保険事業の１世帯当たりの各年度ごとの費

用負担ということでございますが、御承知のよう

に、介護保険では一人一人が被保険者ということ

で世帯として把握はできてございません。平成１

２年度の居宅サービス利用者の平均は月当たり７，

３９４円、施設サービス利用者の平均は３万９，４

４５円で、１３年度の居宅サービス利用者は７，５

０５円、施設サービス利用者は４万２，６１４円と

なっていました。施設サービスの場合は、これに

－９９－

標準負担――食事代の負担でございますが、平均

で１万６，４００円や日用品費６，０００円も必要と

なります。この平均の額で夫婦お２人で施設サー

ビスを利用していると仮定した場合、１３万２８

円程度の負担となります。

保険料と利用料の負担を考えてサービスの利用

を控えているなどの声をお聞きしている以上、私

どもといたしましても、国に対しまして、低所得

者対策を講じるよう求めているところでございま

す。

次に、介護保険料の見直しについて御答弁申し

上げます。

平成１５年度以降の介護保険料等を含めました

介護保険事業計画の見直しにつきましては、現在

作業中でございますが、議員もおっしゃるとおり、

１０月には今までの実績からサービス料を見込み、

これに基づいた保険料を試算いたしております。

現行の保険料基準額が月額３，３５０円で、試算で

は３，７０９円となり、年間で４，２００円の引き上

げとなります。そのため、議会でも議論がござい

ました余剰金のうち１億２，０００万円を取り崩し

まして、高齢者の負担増とならないよう３，３８６

円で報告いたしてございます。この保険料の額は

今現在の試算で、１月に予定されている介護報酬

の改定等により変わる可能性はございますが、極

力抑える方向で考えてまいりたいと考えておりま

す。

今後のスケジュールといたしまして、１月、２

月には介護保険事業計画等推進委員会を開催し、

事業計画案等の諮問をいただきまして、３月には

議会へ報告し、事業計画を国に報告いたします。

また、保険料に関する条例の改正についても３月

議会にお諮りをする予定でございます。

次に、国民健康保険の方の答弁をさしていただ

きます。

国民健康保険税の収納状況につきましては、滞

納額が平成１３年度の現年分が１億８，５７２万７，

０００円で、平成１２年度以前の滞納繰越分が５

億９，５９３万７，０００円で、トータル７億８，１６

６万５，０００円となっております。収納率につき

ましては、平成１３年度の現年度収納率は８９．６

９％で、平成１２年度の現年度徴収率は８９．７３



％となっております。前年度と対比いたしまして

０．０６％の減となってございます。

次に、滞納者対策についてお答え申し上げます。

国保における滞納要因は、国保加入者の構成上、

高齢者や無職の方が加入者の４割強を占めており

ます。これらの方々は税負担が厳しいということ

で、低額による長期分納で納める相談件数が年々

ふえております。滞納原因の７割強が低所得者に

よる収入未済額となってございます。

このことから、収納率向上対策につきましては、

保険証更新時に国保税完納者は郵送で、滞納者に

は窓口交付を行っております。平成１２年１１月

より、保険証更新時より滞納者との接触機会をふ

やすため短期保険証の交付を実施し、納付相談、

納付指導の機会をより多くしたところでございま

す。

ちなみに、平成１３年度の短期保険証の交付件

数は３９９件程度となっております。この相談業

務の結果が収納率の増減に大きく左右しますので、

できるだけ長期分納につながらないように、少し

でも多く納めていただくよう納付指導を行ってお

るところでございます。

また、従前からも強化を図っております収納率

向上対策計画に基づく電話勧奨や夜間、休日等の

臨戸徴収のさらなる強化と、保険者として今後も

なお一層国保事業の健全運営のために、保険税の

確保と滞納者対策の強化に努めてまいりたいと考

えておるところでございます。

次に、保険証の個人カード化について御答弁申

し上げます。

医療保険の分野におきましても、ＩＴ化の推進

機運が強まっており、平成１３年７月２４日の総

合規制改革会議の中間取りまとめでは、医療に関

する徹底的な情報公開とＩＴ化の推進の中で、１

といたしまして、原則電子的手法によるレセプト

の提出。２といたしまして、カルテの電子化、医

療の標準化の推進。３といたしまして、複数の医

療機関による患者情報の共有、有効活用の推進が

提言されています。

また、厚生労働省の保健医療情報システム検討

会の１次提言では、レセプト電算処理システムや

電子カルテの積極的な推進が盛り込まれ、ＩＣカ

－１００－

ードの医療分野での利用も推進されています。申

請から脱退、徴収、給付のさまざまな局面で電子

申請、電子徴収になり、医療機関でも資格の有無

をチェックできる時代がそう遠くない未来にやっ

てくると考えられます。また、治療情報や健康診

断情報等を活用した個々の加入者の健康づくりも

可能となります。

このＩＴ化の促進により、現在滞納問題にかか

わる問題点の多くは解消される可能性が高いので、

積極的に医療保険の分野でのＩＴ化を促進してい

くべきであると提言されております。近い将来、

ＩＴ化が現実に導入されることを考えており、本

市といたしましても、ＩＴ化について研究してま

いりたいと考えておるところでございます。

次に、保険税の納入回数についての質問に御答

弁申し上げます。

保険税の賦課につきましては、現在６月の市民

税の税額確定に合わせて保険税の算定を行ってお

ります。そのため、６月より３月までの１０回納

付となっております。

議員提案の年１２回納付については、他市の状

況も把握しながら検討してまいりたいと考えてお

ります。なお、現在も納付相談等があれば１２回

納付も行っておるところでございます。

続きまして、母子保健手帳について御答弁申し

上げます。

近年の母子保健の推進や社会情勢の変化等を踏

まえた母子健康手帳の検討がなされ、平成１４年

４月１日から改正後の母子健康手帳に反映するこ

とになりました。

中身につきましては、妊婦自身の妊娠中から出

産、産後の経過等の記録、乳幼児に関する発達状

況、予防接種、歯の健診等の記録欄外、保健指導、

予防接種等必要な指導、注意書きが記載されてお

ります。

また、今回の改正で父親の育児の参加を促進す

るため、両親の育児休業の取得を記録する欄を設

け、働く女性、男性のための出産育児に関する制

度の欄に妊娠中の夫の協力や父親の育児参加に関

する記述を追加するなど、新たな母子健康手帳の

内容となっております。

なお、記載事項につきましては、市独自での特



徴的な内容が特にございませんが、１２月から交

付の母子健康手帳の最後のページにお助けダイヤ

ルといたしまして、育児について気軽に相談でき

る連絡先を張りつけ、相談できるような方法をと

ってございます。

議員提案の親子健康手帳の標記も今後の検討課

題と考えておるところでございます。

次に、ふれあいコール事業について御答弁申し

上げます。

９月議会において奥和田議員より御質問がござ

いました本事業の先進事例については、調査研究

をいたしました。本事業は、ひとり暮らしの高齢

者宅等に定期的に電話を入れ、会話の中から相手

の健康状態の確認、電話を通しての心の触れ合い

の提供、緊急事態発生時における迅速な通報を行

う連絡システムであります。また、この事業の基

本は真心であり、触れ合いであり、会話だと考え

てございます。

健康福祉部といたしましても、この事業の必要

性があると考えてございまして、事業化に向け鋭

意検討しているところでございますので、よろし

く御理解のほどお願い申し上げます。

以上でございます。

○議長 （成田政彦君） 油谷市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（油谷宗春君） 放置自転車の

リサイクルについて御答弁を申し上げます。

現在、駅周辺道路等に放置してある自転車につ

きましては、定期的に市営駐輪場に移動した後、

一定期間経過後に置き場に保管をいたしておりま

す。

平成１５年度におきましては、この回収いたし

ました放置自転車を修理、再生し、アフリカ諸国

などへなお自転車を必要としている国の子供たち

に贈る事業、いわゆるサイクル・エイド事業を実

施したいと準備を進めているところでございます。

また、御指摘のありました都市型レンタサイク

ルにつきましては、実施をいたしております他市

状況を調査し、研究をいたしたいと考えておりま

すので、よろしくお願いを申し上げます。

続きまして、美化条例の進捗状況について御答

弁申し上げます。

ごみのポイ捨て等を防止し、まちの環境を美化

－１０１－

するための条例制定を検討し、他市条例などの情

報収集を行っていたところ、大阪府におきまして

来年度施行予定の仮称大阪環境都市条例の中で地

域の環境美化として、ごみのポイ捨て等の防止を

規定する項目が策定されるとの情報を得ました。

大阪府環境審議会より知事に提出された答申によ

り、現在知り得たところ、本市で制定を予定して

いた美化条例と目指す目的で同じくする点が多く

あることが判明いたしたところでございます。

したがいまして、大阪環境都市条例が施行され

た後、その内容を検討し、美化条例の制定につき

ましては対処をしてまいりたいと考えております

ので、よろしく御理解のほどお願いを申し上げま

す。

以上でございます。

○議長 （成田政彦君） 亀田教育長。

○教育長 （亀田章道君） 私の方から、市立図書館

の閉館時間の延長についての御質問にお答えをし

たいと思います。

この問題につきましては、以前からその必要性

を認識しておりまして、本市の行財政改革大綱に

基づく実施計画の項目の中にも入ってございます。

目下、実施に向けて鋭意検討を行っているところ

でございます。

ただ、現実の問題といたしまして、本市立図書

館の立地状況を見ますと、最近のことではありま

すけれども、隣にありました済生会泉南病院が移

転したこととか、大型の電器店が閉店したことな

どで、従前にも増しまして夜間の人通りが少なく

なっており、来館者の安全、また図書館では女子

職員が占める比率が高い職場であるということか

ら、保安上からの心配な点もございます。さらに

は光熱水費や空調管理委託費、あるいは職員人件

費などいろいろな経費面での増加が絡んでまいり

ます。

したがいまして、できるだけ経費増を抑えなが

ら、施設や職員の安全管理も考慮しつつ、閉館時

間の変更については早期実施を図りたいと、この

ように考えてございますので、御理解のほどよろ

しくお願い申し上げます。

○議長 （成田政彦君） 中村教育総務部長。

○教育総務部長兼教育総務課長（中村正明君） 教



育問題について、私が３点お答え申し上げます。

まず、図書のリサイクルという御質問でござい

ます。

市立図書館では、破損や汚損、つまり傷んでる、

あるいは汚れる、あるいは内容の陳腐化、内容が

非常に古くなったと、そういうことで年間３，００

０から４，０００冊の廃棄図書が発生いたしており

ます。一方、これまで小学校、中学校、幼稚園、

保育所、公民館、青少年センター、ちびっこホー

ム、子ども支援センター、総合福祉センター等の

公の施設から図書室用あるいは図書コーナー用な

どで活用したいということで、ぜひとも譲ってほ

しいとの要望が寄せられてまいりました。

そういうことで図書館としてはこれらの要望に

こたえまして、廃棄図書については公の施設へ優

先的に贈呈いたしてきているところでございます。

市民の貴重な財産でありました図書を再利用する

ため、当面はこの処理を継続してまいりたいと考

えております。ただ、市民への贈呈ということも

今後視野に入れまして検討してまいりたいと考え

ております。

次に、学校施設の問題でございます。

文部科学省が本年７月に耐震改修状況調査、こ

れをまとめました。全国の公立小・中学校におい

て建築基準法が強化された昭和５６年、１９８１

年以前に建築されたもののうち、７割が耐震診断

を実施していない、またそのうちの６割が未改修

であるなどの結果が公表されました。これは資料

を入手して承知いたしております。（奥和田好吉

君「全国のは別に答弁要りませんよ。泉南市はど

うか」と呼ぶ）はい。本市としては、確かに個別

に見れば劣化が進んでいるものもございます。

そこで、教育委員会としては、建物の状況を正

しく判定することによって、社会的・教育的変化

を見据えながら時代に適合した施設の提供を行わ

なければならないということで、平成１２年度で

小学校、平成１３年度で中学校、今年度幼稚園、

これの耐震予備診断を実施した、あるいは実施中

でございます。

既に終了いたしました予備診断では、各学校ご

とに、これは残し保全する施設である、あるいは

もう取り壊していくべき施設であるなど、具体的

－１０２－

な施設保全、施設の整備状況が明らかになってお

ります。今年度幼稚園をやっておりますので、今

年度ですべて２４学校・園が終わります。これら

の診断結果が出そろった時点で、今後の園児・児

童・生徒数の推移、あるいは校区問題のあり方、

また教育内容の変化、それと市の中期的な財政見

通しや補助金制度の動向、これらを十分視野に入

れて、教育委員会としての施設整備計画、これを

策定してまいりたいと思います。

したがって、それまでの間は必要箇所の修繕、

補修、これを行うことによって建物の保全、建築

物の保全に努めてまいりたいと思っております。

次に、生涯学習の一環として出前講座を実施し

てほしいという御質問がございました。

数年前から本市では、せんなん伝市メールとい

う事業を実施しております。これは自主的活動を

行っている市民によるグループや団体が泉南市の

まちづくりについて学習しよう、あるいは勉強し

てみようとする場合……（奥和田好吉君「そんな

ん聞いてません。そんな話要りません」と呼ぶ）

この中に――ちょっとお聞きいただきたいと思

いますが、５５のテーマの中に教育委員会として

１２のテーマを用意いたしております。（奥和田

好吉君「議長」と呼ぶ）この事業をぜひとも御活

用いただきたいと思います。

このほか、公民館事業として各種の講座も実施

しておりますけども、その中には教育委員会の施

設だけでなくて、いろんな施設を活用して講座を

やってるということもありますので、これも広い

意味での出前講座ではないかと考えます。

○議長（成田政彦君） 答弁者に注意しておきます。

○教育総務部長兼教育総務課長（中村正明君） た

だ、いずれにしても、御質問の趣旨を十分受けと

めまして、今後の教育委員会事業の展開に当たっ

て参考にさせていただきたいと思います。

〔奥和田好吉君「ちょっと議長、あれやで。議

長と言うてんのにそれを無視するとはどうい

うことやねん」と呼ぶ〕

○議長 （成田政彦君） 無視してません。

〔奥和田好吉君「してなかったら、聞いてくだ

さい」と呼ぶ〕

○議長（成田政彦君） はい、わかりました。



〔奥和田好吉君「わかりましたじゃ済まんやな

いかい」と呼ぶ〕

○議長（成田政彦君） 吉野教育指導部長。

○教育指導部長 （吉野木男君） 奥和田議員御質問

の学校給食センターに係る点について御答弁申し

上げます。

まず第１点目に、学校給食センターにおけるア

レルギー除去食の対応について御答弁申し上げま

す。

御承知のとおり本市学校給食センターは、いわ

ゆる共同調理場方式として現況では１日当たり４，

５００食程度の副食調理配食業務を行っており、

アレルギー疾患を持っている児童に対して、食物

アレルギー除去食としての個別対応は現況いたし

ておりません。

共同調理場方式のもと個別対応の困難な中で対

応可能な策といたしまして、保護者の方や学校給

食担当者に毎月使用食材におけるいわゆる卵、乳

等の含有成分を献立表の使用食材にマークをつけ

るとともに、さらにアレルギー疾患を持っている

児童の保護者への対策として、使用食品の原材料

配合表及び由来成分を購入メーカーより成分表を

徴して保護者からの問い合わせに応じ、適宜内容

説明を行い、個別対応をさせていただいておりま

す。

現況の共同調理場方式では除去食としての個別

対応は困難であり、今後とも学校や保護者と連携

し、献立表による周知、食材選定の工夫、個別相

談等可能な対応策に努めてまいる所存でございま

す。

次に、２点目の調理くずや食べ残しのリサイク

ル事業の件でございますが、給食の食べ残しにつ

きましては、当日各学校より回収いたしまして、

給食センターにおける洗浄室でネットに入れ、大

型脱水機にて水分を切り減量化を図り、泉南清掃

事務組合清掃工場にて焼却処分を行っております。

議員御指摘のとおり、生ごみの処理のリサイク

ル事業については、バイオ等さまざまな方法があ

ることは承知いたしております。これらのプラン

トの導入に当たりましては、処理施設、関連施設

など一定の財政措置が必要であり、実施市町村の

状況も調査し、研究課題として受けとめさせてい

－１０３－

ただきたいと考えております。

３点目に、学校給食センターにおける使用済み

てんぷら油のリサイクル化の件でございますが、

当センターの使用済み食油につきましては、岸化

学油脂株式会社に回収、処理まで無料で委託契約

を締結し、対応いたしております。ちなみに、岸

和田から岬の泉南各市町においても同様、同会社

に委託し処理がなされております。なお、同業者

においては、徳島工場に搬送後、有機肥料・プラ

スチック化されておりますので、当面現状方式で

対応してまいりたいと考えております。

４点目に、中学校給食の実施の件でございます

が、中学校における給食につきましては、目下、

給食実施を検討するための資料としてアンケート

調査を実施しているところでございます。アンケ

ート調査の対象は、市内全小学校の６年生と保護

者、全中学校の１年生、２年生とその保護者でご

ざいます。調査期間は本年の１２月の２日から１

２月の１３日までとなっております。

また、調査項目につきましては、保護者や児童

・生徒のニーズを的確に把握するため、多様な観

点から項目を設定いたしております。調査終了後、

各校で集計し、１２月中に結果を集約する運びと

なっております。

教育委員会におきましては、このアンケート調

査の分析を行うとともに、財政状況や給食センタ

ーの施設設備、あるいは学校運営上クリアすべき

点も勘案する中で、中学校給食についての検討を

進めてまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願い申し上げます。

○議長 （成田政彦君） 奥和田議員。

○８番 （奥和田好吉君） 一通り御答弁をいただき

ました。聞いていますと、非常にこうやからでき

ない、ああやからできないという愚痴に終始した

ように感じます。理事者の愚痴を聞いてるわけで

も何でもないんです。できないなら、できません

ということをはっきり言っていただきたい。

先ほど国保税の納入の１０回を１２回の分割に

していただきたいという話、これも検討していき

たいということなんですけども、各近隣の状況を

見て検討していきたいというのは、これはどうい

うことなんですか。近隣がしなければうちもしな



い、そういう意味なのか。これはどういうことで

すかな。まず、お聞かせ願いたい。

○議長 （成田政彦君） 大田健康福祉部長。――時

間がないので早く答弁してください。

○健康福祉部長兼福祉事務所長 （大田 宏君） 失

礼いたしました。しないということではございま

せん。泉州地域の納入回数ですか、そういうよう

なのはもう既に調べてございます。ただ、やると

なれば、事務的な作業等もございます。まずは、

何というんですか、電算システムの入れかえとか、

そういうふうなもんもいろいろと事前に準備せな

いけない部分もございますし、また、どういうよ

うな問題点が出てくるかということも精査してい

く必要があるということで前向きに検討させてい

ただくということでございますので、しないとい

うことではございません。できることなれば我々

もそのように前向きにできる方向で検討していき

たいということでございますので、その辺御理解

のほどをお願い申し上げます。

以上です。

○議長 （成田政彦君） 奥和田議員。

○８番 （奥和田好吉君） 理事者の検討しますとい

う言葉は、言ってもうては困るということを決算

委員会でも言いました。これほどあいまいな答弁

はないんです。検討いたしますと言って、５年間、

６年間、７年間、８年間ほったらかしたのが何ぼ

でもあります。取り上げたら切りがないぐらいそ

の場限りの返事をしております。こうであっては

困るんです。

今の社会情勢を考えてみても、リストラに遭わ

れた方が大変たくさんいらっしゃるんです。給料

も半分に減らされた、それでもなおかつ働かなけ

ればならないという環境の中で、非常に払いとう

ても払えないような状態の中で、せめて１０回を

１２回にするのは何でもないんですよ、これ、市

町村で勝手に決められることやから。よそのお伺

いを立てんでも、泉南市はこうですよと。市民の

ためにちょっとでも納付していただく、そういう

ことを進めようと思ったら、１０回を１２回にす

るぐらい、職員がそれだけの、確かに仕事はふえ

ます。ふえるけども、それに対して市民が払って

いこうという意欲を促す、非常に大事なことじゃ

－１０４－

ないんでしょうか。お聞かせ願いたい、もう一度。

○議長 （成田政彦君） 大田健康福祉部長。

○健康福祉部長兼福祉事務所長 （大田 宏君） 何

度も御答弁さしていただきますが、我々といたし

ましても、１０回を１２回にすることによりまし

て、少しでも収税率が上がれば幸いだと考えてお

るところであります。

したがいまして、１２回徴収をする方向で、す

るように検討するというのは、事務的な検討をし

ていくということでございます。するかせえへん

かの検討じゃありません。する方向での検討です

んで、実施に向けての検討ということですので、

御理解のほどお願い申し上げたいと思います。

○議長 （成田政彦君） 奥和田議員。

○８番 （奥和田好吉君） ありがとうございます。

実施に向けて、これから事業の中身の仕事につい

て検討していきたい、そういうことですね。――

はい、ありがとうございます。

次に、廃棄処分になる自転車のリサイクルにつ

いて、これも長年にわたって質問してまいりまし

た。さきの決算委員会でも質問しました。１２月

の本会議までに大体できるかできへんかという話

をいたしました。

先ほどの答弁を聞いていると、海外に向けて修

理して輸出したいと、こんなことはもう５年も６

年も前によそはみんなやってるんですわ。泉佐野

でもやってるんですわ、既に。泉南市の市民のた

めに、これから痛みを感じていくんやから、市民

に痛みばっかりを押しつけるんではなしに、せめ

て市民が少しでも潤うような、直して市民に分け

与えるとか、無料であげるとか、あるいは５００

円ぐらい取って自転車をあげるとか、あるいは修

理をして各駅にね、今自転車の乗り捨てとか、あ

るいは自然になくなってる――私もここでなくな

ったというのがあるんですけども、そういう乗り

捨てというのが非常に多いんです。そういう方々

のためにも駅をおりた途端に何も乗るものない、

車もない、そんなときに役に立つような、各駅に

そういう修理したものを貸し出ししてあげてはど

うかということを前々から話をしてるんです。

先ほどの答弁の中には、今後それも来年度に向

けて検討していきたいという答弁でしたけども、



もう少し詳しくおっしゃっていただけませんか。

○議長 （成田政彦君） 油谷市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（油谷宗春君） １５年度は先

ほど申しましたようにそういう事業を実施したい

と。議員御指摘の都市型レンタサイクルにつきま

しては、置き場所、並びに事故等を起こした場合

どうなるんかというふうないろいろな問題がござ

いまして、私どもはそれを調査研究をいましばら

くさしていただきたいということでございますの

で、よろしくお願い申し上げます。

○議長 （成田政彦君） 奥和田議員。

○８番 （奥和田好吉君） これも早い時期に実施に

向けて作業について検討していきたい、そういう

答弁ですね。

○議長 （成田政彦君） 油谷市民生活環境部長。

○市民生活環境部長（油谷宗春君） 先ほども御答

弁申し上げましたように、まだいろんな解決せね

ばならない問題がありますので、もう少し時間を

いただいて調査研究をさしていただきたいという

ことでございます。よろしくお願い申し上げます。

○議長 （成田政彦君） 奥和田議員。

○８番 （奥和田好吉君） 先ほども何度も言ってい

るように、検討という言葉は使ってもらったら困

るということです。先ほども話をしたように、そ

の方向で進めていきたいという当初の答弁があり

ましたので、これ以上は言いません。

それから、学校図書の問題ですけども、先ほど

答弁いたしましたけども、毎回質問をするごとに

同じ答弁しかしない。さきの決算委員会でこう答

弁されてるんですわ。廃棄図書につきましては、

年間３，０００冊近く出るわけなんですけども、こ

れは議会でも御質問いただいて答弁いたしました

が、各公共施設、公民館あるいは小学校、中学校、

幼稚園、保育所、支援センターに引き取ってもら

っていただきます。

そういうものをこれ、市民の財産なんですわ。

そうでしょう。市民の財産なんですわ。その古く

なったものを市民が必要であれば、そういう方々

に安くお譲りするような状況にはできないですか

ということを伺ってるんです。

もう１点は、いわゆる図書館の閉館であります

けども、泉南市は５時なんです。この問題につい

－１０５－

ても決算委員会でこう答弁されてるんですね。閉

館時間を長くするとかということも今現在検討中

でございます。閉館時間が５時までというのはう

ちと泉佐野ぐらいのもんですと、こうなってるん

です。あとは閉館時間を延ばすことしかないと、

こういうふうに答弁されてるんですわ。それ以後、

この問題について協議されたんでしょうか、お聞

かせ願いたいと思います。

○議長 （成田政彦君） 中村教育総務部長。

○教育総務部長兼教育総務課長（中村正明君） ま

ず、図書のリサイクルの問題についてお答えさし

ていただきます。

当分の間、これは多くの市民の方に利用してい

ただくということで、公共施設、公の施設へのプ

レゼントという形をとっていきたいと、そう考え

ております。

図書館の閉館時間の関係でございます。これは

教育長の答弁でもありましたように、早期実施を

図りたいということを答弁させていただきました。

ただ、私どもできるだけ光熱水費あるいは空調の

管理委託費、これは業者が常駐しておりますので、

当然閉館時間の延長とともにその辺の委託料がふ

えてまいります。あるいは職員の人件費も当然ふ

えてまいります。その辺の経費面での増加が必ず

絡んできますので、それをいかに抑えながら、閉

館時間のこの変更というのを実施したいかという

ことで十分検討いたしております。ただ、私ども

の目標としては、１５年度の早い時期に実施した

いということでやっております。

ただ、このようないろんな条件の中で考えてお

りますので、具体的な形はちょっと今の時点では

まだお答えできる状況ではございませんが、平成

１５年度の早い時期に実施したいということで、

十分これは検討というんか、目前に来てるという

御理解をいただきたいと思います。

〔奥和田好吉君「図書のリサイクル抜けてるで」

と呼ぶ〕

○議長 （成田政彦君） 図書のリサイクルについて

は中村教育総務部長が述べました。

〔奥和田好吉君「時間があらへんやん、はよせ

な」と呼ぶ）

○議長（成田政彦君） 図書のリサイクルについて



は中村教育総務部長が述べました。答弁しました、

これについては。

〔奥和田好吉君「ごめんなさい」と呼ぶ〕

○議長（成田政彦君） 次を挙げてください。

○８番 （奥和田好吉君） もう一度図書の質問をし

ます。

図書のリサイクルについて一般市民がこれほど

要求というか、お願いをしているのに、それはで

きませんと、そういうことなんでしょうか。

○議長 （成田政彦君） 中村教育総務部長。

○教育総務部長兼教育総務課長（中村正明君） 図

書のリサイクルの点でございますが、当然市民の

方、いろんなニーズをお持ちだと思いますが、市

のいろんな公の施設、これも市民が利用される施

設でございます。そこに図書コーナーとか図書室

とか、いろいろございますので、多くの市民が利

用されるということをやはり当面は優先して、公

の施設へプレゼントしてまいりたいと、そう考え

ております。

○議長 （成田政彦君） 奥和田議員。

○８番 （奥和田好吉君） そんなことはわかってる

んです。わかった上で言うてるんです。ずっと長

年同じことをやってるんで、今の状況の中で一般

市民の方がそこまで行かんとあかんということで

すね。この図書館の問題についてはいろいろ聞い

ておりますけども、あえて言ってないんです。そ

れでも一般市民には、たとえそういう廃棄処分に

することがあっても受け入れられない、そういう

ことなんですね。もう一度お聞きしたい。

○議長 （成田政彦君） 中村教育総務部長。

○教育総務部長兼教育総務課長（中村正明君） 再

度お答えいたします。

確かに、個人個人の市民の方の要望というのが

あると思いますけども、今の財政状況の中で各公

の施設がやはり利用される方が休憩される、ある

いは立ち寄られる場合に図書コーナーというのを

利用していただいておりますが、なかなかそれぞ

れの施設の費用で購入ができないということもご

ざいますので、当面そういう施設を優先的にプレ

ゼントをし、活用していただくということでまい

りたいと、そう考えるところでございます。

○議長 （成田政彦君） 奥和田議員。

－１０６－

○８番 （奥和田好吉君） 同じことを言うてもしゃ

あないので言いません、これはあえて。一般市民

は非常に不満を持っております。これからいろん

な問題で市民に痛みを押しつけていかなあかんと

いう状況になるわけでしょう。にもかかわらず一

切そういうことは受け付けない、そういうことな

んですね。そうであれば、私たちもそういう話を

言っていきます、これから。泉南市はこうですよ

ということを言っていきますよ。同じことを言う

てもしゃあないので言いません。これでやめます。

それから、学校給食センターの調理くずや食べ

残しのリサイクル事業、これ一度取り上げたこと

があるんですけども、大量に出るそういう残飯く

ず、これを堆肥化して、それをリサイクルして市

民に分けてあげてはどうか、あるいはいろんなと

ころにそういうものをあげてはどうかと、今言う

てる公共施設で必要なところへあげてはどうかと、

そういう質問もいたしましたが、そういう残飯を

リサイクルできるような生ごみ処理機、これの設

置を、導入をお願いしたいということを再度検討

いただきたいと思います。このことについてどう

ですか。答弁お願いしたいと思います。

○議長 （成田政彦君） 吉野教育指導部長。

○教育指導部長 （吉野木男君） 先ほども御答弁申

し上げましたが、いわゆる一定のプラントを導入

してバイオなり何なりで生ごみを有機肥料化する

ということにつきましては、先ほど御答弁さして

いただきましたように、一定の研究課題といたし

たいというふうに考えております。

ちなみに、うちのように共同調理場方式の場合

はほとんど同じような処理方法でやっておるよう

でございますが、プラントの導入につきましては、

３００万円程度ですかね、あるいはランニングコ

ストもうちの生ごみの量からいいますと年間四、

五十万かかると。並びに近隣の市町で一部プラン

ト導入しているところがございますが、設置場所

の問題、給食センターの敷地内に設置をし、いわ

ゆる衛生管理上ということで防虫、防鼠等の問題

も出たり、あるいは臭い等の問題も出ております。

そういうこともございますので、今後とも研究し

てまいりたいと考えております。

○議長 （成田政彦君） 以上で奥和田議員の質問を



終結いたします。

これにて一般質問を終結いたします。

以上をもって本日の日程は全部終了いたしまし

た。

なお、次回本会議は来る１６日午前１０時から

継続開議をいたしますので、よろしくお願い申し

上げます。

本日はこれにて散会といたします。どうも御苦

労さんでした。

午後３時１８分 散会

（了）

署 名 議 員

大阪府泉南市議会議長 成 田 政 彦

大阪府泉南市議会議員 真 砂 満

大阪府泉南市議会議員 巴 里 英 一

－１０７－


